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第１章 計画策定の考え方 1 

第１節 計画策定の趣旨  2 

現代社会は、物質的豊かさと生活の利便性をもたらす一方で、廃棄物処理や生態系*への3 

影響、地球温暖化*やオゾン層*破壊など様々な環境問題が顕在化しています。 4 

こうした環境問題は、日常生活や通常の事業活動に起因するものが多く、解決のためには、5 

私たち一人ひとりが、これまでの価値観やライフスタイル、豊かさに対する考え方を変え、6 

生活行動や経済活動のあり方そのものを「環境」という視点から見直していくことが求めら7 

れます。 8 

今、私たち全ての者が、人類社会の持続的発展*に向けて、環境の持つ価値をより一層認9 

識し直し、環境の保全と創造*に向けた取組を進め、かけがえのない財産である緑あふれる10 

森林、清らかな水などの豊かな自然や良好な環境を将来の世代に引き継いでいかなければな11 

りません。 12 

このような考え方に立ち、本県では、2004（平成16）年4月、環境の保全及び創造に関す13 

る基本理念などを定めた「山梨県環境基本条例」を施行し、同条例第8条の規定に基づき、14 

環境の保全と創造に関する施策の目指すべき方向を明らかにする基本的な計画として、15 

2005（平成17）年2月に「山梨県環境基本計画」を、2014（平成26）年3月に現在の「第2次16 

山梨県環境基本計画」を策定しました。 17 

2023（令和5）年度に「第２次山梨県環境基本計画」が目標年次を迎えることから、環境18 

を巡る社会情勢の変化を踏まえ、新たに「第３次山梨県環境基本計画」を策定します。 19 

第２節 計画の目的  20 

本計画は、「山梨県環境基本条例」第8条の規定に基づく計画であり、その目的は次のとお21 

りです。 22 

①健全で恵み豊かな環境の保全と、ゆとりと潤いのある美しい環境の創造に関する県23 

の各種施策を、より有機的な連携のもとに総合的かつ計画的に推進する。 24 

②県民、民間団体、事業者、市町村、県などの各主体が、目標（第3章）を共有し、公25 

平な役割分担のもと、自発的かつ積極的に環境の保全と創造に取り組むよう方向づ26 

ける。 27 

28 
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第３節 計画の性格・他計画等との関係  29 

本計画は、県政運営の基本指針である県総合計画を環境面から推進する計画として、環境30 

の保全と創造に関する施策の目指すべき方向を明らかにする基本的な計画です。 31 

本県の環境保全に関連する他の個別計画等は、本計画が示す方向性に沿って策定し、推進32 

するものとします。また、県政の各分野の計画等についても、環境に関する事項については、33 

本計画の基本的な考え方に沿って策定し、本計画と相互に連携しながら、施策の展開・推進34 

を図るものとします。 35 

36 図表1-1 環境に係る法令・計画等の位置付け 
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第４節 計画の対象 37 

環境は、それ自体が包括的な概念であり、社会的ニーズや人々の意識変化によって変遷し38 

ていくものであるため、限定的には捉えず、今後、新たな環境問題が生じた場合は適切に対39 

応していく必要があります。 40 

本計画では、対象とする環境を、「山梨県環境基本条例」第3条に規定する基本理念や、第41 

7条に規定する施策の策定等に係る指針を踏まえ、おおよそ次のとおりとします。 42 

生 活 環 境 ○ 廃棄物、物質循環 等 

○ 大気、水質、騒音・振動・悪臭、地盤沈下、土壌汚染、化学物質 等 

○ 景観、身近な緑や水辺、歴史的・文化的遺産 等 

自 然 環 境 ○ 森林、山岳、湖沼、河川、生物多様性 等 

地 球 環 境 ○ 地球温暖化、オゾン層、エネルギー 等 
43 

図表1-2 本計画が対象とする環境 
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第５節 計画の期間  44 

本計画は、2033（令和15）年度を目標年次として策定します。 45 

 なお、計画の策定時に想定されなかった社会経済情勢や環境問題の変化等が生じた場合は、46 

必要に応じて随時見直しを行います。 47 

第６節 計画の構成 48 

 本計画の構成は以下のとおりです。 49 

第１章 計画策定の考え方 

計画策定の趣旨、目的及び計画の性格など計画に関する基本的事項を示しま

す。 
 

第２章 環境に関する状況 

環境を取り巻く状況や本県の基本特性、本県の環境の状況とともに、「山梨

県環境基本計画」（2005（平成17）年2月策定）のこれまでの成果や今後の課

題について示します。 
 

第３章 計画の基本目標・目指すべき将来像 

計画の基本目標と、計画の推進に当たって目指すべき本県の環境の将来像を

示します。 

第４章 環境の保全と創造のための施策の展開 

環境の保全及び創造に関する施策を総合的に推進していくための施策の展

開方向を示します。 

第５章 重点的に取り組む施策 

計画の推進に当たって県が重点的に取り組む施策を示します。 

第６章 計画の推進 

計画を推進するための体制や進行管理に関する事項を示します。 

50 

図表1-3 計画の構成 
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第２章 環境に関する状況 51 

第１節 環境を取り巻く状況 52 

（環境に対する考え方・現状） 53 

環境の保全について、国内初の公害対策を総合的に行うために制定された法律である公害54 

対策基本法が制定された 1967（昭和 42）年当時は、国際的にも国内的にも、経済成⾧とは55 

別個のものであり、相互にトレードオフの関係になるとのとらえ方が一般的でした。 56 

しかしその後、1987（昭和 62）年の国連「環境と開発に関する世界委員会」（ブルント57 

ラント委員会）報告書の「持続可能な開発」という概念を受け、1993（平成 5）年に制定さ58 

れた環境基本法、及び第一次環境基本計画（1994（平成 6）年）では、持続可能な社会とい59 

う基本的な方向性が示され、「経済成⾧か環境保全か」、「開発か環境か」というジレンマ60 

としてとらえるのではなく、持続可能で環境負荷の少ない経済発展を目指す方向とされまし61 

た。第一次環境基本計画における、「物質的豊かさの追求に重きを置くこれまでの考え方、62 

大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会経済活動や生活様式は問い直されるべきである。」63 

との根本的な問題提起は、今にも引き継がれるものとなっています。 64 

一方で、近年においては、人類の活動は地球の環境収容力を超えつつあるとされています。65 

IPCC 第三次評価報告書（2001（平成 13）年）において、同報告書として初めて気候変動が66 

及ぼす観測された影響について言及された後、IPCC 第六次評価報告書（2022（令和 4）年）67 

では、人為起源の気候変動は極端現象の頻度と強度の増加を伴い、自然や人間に対して「広68 

範囲にわたる悪影響とそれに関連した損失と損害」を引き起こしていることが初めて明記さ69 

れました。この損失と損害は、気候変動の進行に伴いさらに増加することとされています。70 

2020（令和 2）年に世界が直面した新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、人類が生態系71 

の一部であること、環境、生態系のバランスの乱れには巨大なリスクを伴うこと等を改めて72 

明らかにしたものであり、G7 広島首脳コミュニケ（2023（令和 5）年 5 月 20 日）におい73 

ては「我々の地球は、気候変動、生物多様性の損失及び汚染という 3 つの世界的危機に直面74 

している」と明確に述べられる事態に陥っています。 75 

（国の第六次環境基本計画） 76 

2024（令和 6）年 4 月の策定を予定する国の第六次環境基本計画の中間取りまとめにおい77 

ては、環境政策の目指すところを、「「環境保全上の支障の防止」及び「良好な環境の創出」78 

からなる環境保全と、それを通じた「現在及び将来の国民一人ひとりの生活の質、幸福度、 79 

well-being、経済厚生の向上」（「Well-being／高い生活の質」）であり、また、人類の福80 

祉への貢献でもある。」としました。 81 

具体的には、環境的側面、経済的側面、社会的側面が複雑に関わり、現代の経済社会シス82 

テムの在り方が人類の存続の基盤である環境、自然資本の安定性を脅かしつつある状況にお83 
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いて、健全で恵み豊かな環境を継承し、現在及び将来の国民が希望を持って「Well-being／84 

高い生活の質」を実現できるよう、目指すべき持続可能な社会の姿として、環境における「循85 

環」と「共生」の実現により、DX の活用などと相まって、経済社会システムの変革を導き、86 

「環境収容力を守り環境の質を上げることによる経済社会の成⾧・発展」が可能な、循環共87 

生型の社会（「環境・生命文明社会」）に向け取り組んでいくとしています。 88 

また、国全体で持続可能な社会を構築するため、各々の地域が持続可能である必要がある89 

として、各地域において「地域循環共生圏」の実装を進めることとしています。自立した地90 

域が生まれ、それらがネットワークを構築することで形成されていく「地域循環共生圏」は、91 

ボトムアップで構築されることが重要です。自立した地域を生み出し、コミュニティの力を92 

回復させることで、国家、市場、コミュニティの均衡を図りながら、国や市場の役割を補完93 

し、農山漁村、地方都市や大都市も含め、地域住民の「Well-being／高い生活の質」の実現94 

や、新たな成⾧への貢献が可能となるとしています。 95 

96 図表2-1 地域循環共生圏のイメージ 

資料：環境省 
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第２節 本県の基本特性  97 

１ 地勢 98 

本県は、日本列島のほぼ中央に位置し、南は日本一の高峰富士山（標高3,776m）、西には99 

3,000m級の山々からなる南アルプス、北には八ヶ岳、茅ヶ岳、北東には奥秩父山塊など、周100 

囲を急峻な山々に囲まれた内陸県です。 101 

河川は、富士川水系、相模川水系、多摩川水系の3つに分けられます。 102 

富士川水系は御坂山地の西側に位置し、富士川（釜無川を含む）、笛吹川が流れており、103 

その流域は県土面積の約4分の3を占めています。相模川水系は御坂山地の東側に位置し、相104 

模川（桂川を含む）が流れ、また、多摩川水系は県の北東部に位置し、多摩川、小菅川が流105 

れています。 106 

県土面積は、4,465k㎡（2023（令和5）年4月1日現在）で、我が国の総面積の約1.2％にあ107 

たります。 108 

109 図表2-2 山梨県全図 

資料：山梨県全図衛星写真（山梨県富士山科学研究所提供） 
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２ 気候・気象 110 

 周囲を急峻な山々に囲まれた本県は、降水量の平年値が1,160.7mm（甲府地方気象台。111 

統計期間1991～2020年。以下同様。）と少なく、夏と冬の温度差が激しく昼夜の気温差も112 

11℃と大きい盆地特有の内陸的気候となっています。 113 

甲府市の気温の平年値は15.1℃で、県南部や東部では比較的暖かく、北部や西部の山岳地114 

は寒冷です。また、降水量は南部や西部山岳地で多く、北部山岳地で少なくなっています。 115 

資料：甲府地方気象台 

図表2-3 月別降水量、平均気温 



 

9 

３ 人口・世帯数 116 

本県の人口は、2000（平成12）年度の89万人台をピークに減少を続けており、2020（令和117 

2）年10月1日現在には、809,974人となっています。 118 

年齢3区分別人口では、昭和20年代以降、15歳未満人口が減少、65歳以上人口が増加して119 

おり、年少人口（0～14歳）が11.3％、生産年齢人口（15～64歳）が56.0％、老年人口（65120 

歳以上）が30.4％となっています。 121 

一方、世帯数は338,853世帯となっており、近年の傾向として、人口は減少傾向にあるも122 

のの、世帯数は増加する傾向にあります。 123 

124 

図表2-4 人口の推移 

資料：総務省「令和 2 年国勢調査」 

図表2-5 世帯数の推移 

資料：総務省「令和 2 年国勢調査」 
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４ 産業 125 

2020（令和2）年度の県内総生産は、名目で3兆5,527億円であり、前年度に比べて0.2％の126 

増加となりました。その内訳を産業別でみると、第1次産業が563.24億円、第2次産業が127 

14,303.54億円、第3次産業が20,727.58億円、輸入品に課される税・関税等が△67.51億円と128 

なっており、1982（昭和57）年の中央自動車道の開通を契機としてハイテク産業の立地が進129 

むなど、第2次産業の占める割合が全国平均に比べて高くなっています。 130 

県内の事業所数は1986（昭和61）年まで増加傾向にあり約5万5千事業所にまで達しまし131 

たが、その後減少に転じ、2021（令和3）年の事業所数は43,437事業所です。一方、従業者132 

数は1996（平成8）年まで増加傾向にあり約36万8千人まで達しましたが、その後やや減少133 

し、2021（令和3）年度の従業者数は約36万6千人となっています。 134 

資料：総務省「事業所・企業統計調査」（平成21年から「経済センサス」） 
 

図表2-6 県内総生産 

 
図表2-7 事業所数及び事業者数の推移 

資料：県民経済計算年報 

※集計の百分率は小数第2位を四捨五入しているため、 
合計が100％にならない場合があります。 
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なお、最も多くの割合を占めるのは第3次産業となっていますが、中でも、宿泊業や飲食135 

サービス業を中心に、運輸業や小売業、娯楽業などの様々な業種と関連する観光産業につい136 

ては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大前の2019（令和元）年には、観光消費額が4,330137 

億円となっています。 138 

この観光消費額は、同じく新型コロナウイルス感染症の感染拡大前の2016（平成30）年に139 

は、本県の主要産業である電気機械器具製造業（電子応用装置など）や生産用機械器具製造140 

業（半導体、フラットパネルディスプレイ製造装置など）の製造品出荷額と同程度、また、141 

農業産出額を大幅に上回る額となっており、本県経済の大きなウエイトを占めるものとなっ142 

ています。 143 

５ 県民性 144 

本県の厳しい自然特性は、勤勉性や忍耐強さ、創造性や進取の気性など活力に満ち知恵を145 

育む県民性を培ってきました。その結果、気候風土を生かした果樹栽培や全国に誇る地場産146 

業の発祥と発展を生み出し、著名な財界人や文学者を輩出してきました。 147 

本県特有の風土が⾧い年月をかけ、育んだ県民性は、持続可能な社会の形成に向けて大き148 

な力となるものです。 149 

150 

図表2-8 県内観光消費額の推移 

資料：山梨県「観光入込客統計調査」 

図表2-9 観光消費額と県内他産業の比較（2016（平成28）年） 

資料：総務省「経済センサス」、山梨県「観光入込客統計調査」 
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第３節 本県の環境の現状  151 

１ 生活環境 152 

1-1 大気 153 

本県では、大気汚染の状況を把握するため、一般環境大気測定局10局及び自動車排出ガ154 

ス測定局2局、合計12局で大気汚染状況の常時監視を行っています。 155 

2022（令和4）年度の結果では、二酸化硫黄（SO2）*、一酸化炭素（CO）*、浮遊粒子状156 

物質（SPM）*、二酸化窒素（NO2）*、微小粒子状物質（PM2.5）*について、環境基準*157 

を達成しましたが、光化学オキシダント（Ox）*については、非達成でした。 158 

また、二酸化硫黄、一酸化炭素、浮遊粒子状物質及び二酸化窒素の⾧期的評価による測定159 

結果の経年変化は、低減傾向又は横ばいであり、光化学オキシダント濃度の昼間の1時間値160 

の年平均値の経年変化は、極わずかに上昇傾向となっています。また、2010（平成22）年161 

度から測定を開始した微小粒子状物質の年平均値については、近年低減傾向で推移してい162 

ます。 163 

164 図表2-10 大気汚染に係る環境基準達成状況の推移 
（環境基準達成局数／有効測定局数）

H30 R1 R2 R3 R4

二酸化硫黄（SO2）（⾧期的評価） 3/3 3/3 3/3 3/3 3/3

一酸化炭素（CO)（⾧期的評価） 2/2 2/2 2/2 2/2 2/2

浮遊粒子状物質（SPM)（⾧期的評価） 12/12 12/12 12/12 10/10 10/10

微小粒子状物質（PM2.5）（⾧期的評価） 6/6 6/6 6/6 8/8 9/9

二酸化窒素（NO2)（⾧期的評価） 11/11 11/11 11/11 11/11 11/11

光化学オキシダント（Ox)（短期的評価） 0/10 0/10 0/10 0/10 0/10

※評価方法 
短期的評価 測定を行った日の1時間値の1日平均値もしくは8時間平

均値又は各1時間値を環境基準と比較して評価を行う。 
⾧期的評価  
 SO2,CO,SPM 1年間の測定を通じて得られた1日平均値のうち、高い方

から数えて2％の範囲にある測定値を除外した後の最高値
を環境基準として評価を行う。ただし、環境基準を超え
る日が2日以上連続した場合は、非達成とする。 

NO2 1年間の測定を通じて得られた1日平均値のうち、低い方
から数えて98％目に当たる値を環境基準と比較して評価
を行う。 

PM2.5 
（⾧期基準に
関する評価） 

測定結果の1年平均値を⾧期基準（1年平均値）と比較す
る。 

PM2.5 
（短期基準に
関する評価） 

測定結果の1日平均値のうち、年間98パーセントタイル
値を代表値として選択し、これを短期基準（1日平均値）
と比較する。 

環境基準の達成・非達成の評価については、⾧期基準に関する評価と短期基準に
関する評価を各々行った上で、両方を満足した局について、環境基準が達成され
たと判断する。 

資料：大気水質保全課  
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1-2 水質  165 

本県では毎年、「水質汚濁防止法」に基づき測定計画を定め、河川・湖沼の公共用水域*166 

と地下水の水質測定を実施し、その結果を環境基準*などにより評価しています。 167 

2022（令和4）年度における公共用水域の水質測定の結果、調査地点53地点において、河168 

川の評価指標であるBOD*（生物化学的酸素要求量）の環境基準達成率は100％、湖沼の評169 

価指標であるCOD*（化学的酸素要求量）の環境基準達成率は100％という結果でした。 170 

さらに、水生生物の保全に係る環境基準項目である全亜鉛については、全ての地点にお171 

いて環境基準を達成しました。 172 

また、河川のうち2地点で、人の健康の保護に関する環境基準を超えるヒ素が検出されま173 

したが、これまでの調査結果から原因は地質由来によるものと考えられます。 174 

一方、地下水については、2022（令和4）年度、県内41地点において、環境基準が定めら175 

れている28項目について水質の概況調査を行った結果、1地点で環境基準を超えるふっ素176 

が検出されました。周辺には汚染源となる事業場は確認されず、甲府市が継続監視を実施177 

していきます。 178 

要監視項目については、2地点でマンガンが指針値を超過しました。 179 

1-3 騒音・振動・悪臭 180 

騒音についての苦情件数は、横ばい傾向で推移していましたが、近年はやや増加してお181 

り、2021（令和3）年度は102件でした。 182 

また、道路に面する地域における騒音に係る環境基準の達成状況を見ると、2021（令和183 

図表2-11 水質汚濁に係る環境基準達成率の推移 

資料：大気水質保全課  
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3）年度、面的評価対象区域のうち昼夜とも環境基準以下であったのは、96.1％となってい184 

ます。 185 

振動に関する苦情件数は毎年数件程度で推移し、また、悪臭の苦情件数は⾧期的には横186 

ばい傾向となっています。2021（令和3）年度における苦情件数は、振動が3件、悪臭が120187 

件でした。 188 

1-4 地盤沈下 189 

地盤沈下については、県内38地点（基準点含む）で一級水準測量を行っており、⾧期的190 

には全調査地点で地盤沈下が見られ、沈下量は甲府盆地中央部より南部の方が大きい傾向191 

が見られます。しかし、現在のところ、国が地盤沈下地域として公表している基準である192 

年間20mmを超えて被害を生じるような沈下は見られない状況です。 193 

1-5 土壌汚染 194 

有害物質の使用等があった施設の廃止時や一定規模以上の土地の形質変更時において知195 

事から調査命令を受けた場合等に土壌汚染状況調査を実施することが土地の所有者等に義196 

務付けられています。 197 

土壌汚染を未然に防止するために、有害物質を使用する工場・事業場に対し、施設の構造198 

や有害物質の適正管理等について指導を行っています。 199 

2022（令和4）年度末で、土壌汚染対策法の要措置区域に指定されている区域は8件、形200 

質変更時要届出区域に指定されている区域は14件となっています。 201 

図表2-12 騒音・振動・悪臭苦情件数の推移 

資料：公害苦情処理状況調査結果（総務省） 
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1-6 化学物質 202 

環境中のダイオキシン類濃度の2022（令和4）年度の測定結果では、大気、水質、土壌の203 

全ての測定地点において環境基準を達成しています。 204 

大気中の有害な化学物質については、ベンゼン*、トリクロロエチレン*、テトラクロロエ205 

チレン*、ジクロロメタン*の4物質に関して環境基準が定められており、2022（令和4）年206 

度の測定結果において、全ての物質が全ての地点で環境基準を達成しています。 207 

また、2002（平成14）年度から「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改208 

善の促進に関する法律」に基づく対象化学物質の排出・移動量の届出が始まりました。 209 

2021（令和3）年度PRTR*データの実績では県内291事業所から届出があり、届出排出量・210 

移動量は2,273トン（全国の0.6％）でした。環境への届出排出量は1,254トン（全国の1.0％）211 

で、このうち大気への排出量が98.9％を占めています。事業所からの届出移動量は1,019ト212 

ン（全国の0.４％）で、このうち廃棄物として移動した量が99.9％を占めています。排出量・213 

移動量の多い物質はトルエン、ノルマル-ヘキサン、塩化メチレン、ふっ化水素及びその水214 

溶性塩*となっています。 215 

内分泌攪
かく

乱化学物質*、いわゆる環境ホルモンによる環境汚染は、科学的には未解明な点216 

が多く残されているものの、正常なホルモン作用への影響が懸念されることから、本県で217 

は、1998（平成10）年度から2000（平成12）年度にわたり、65物質（92種類）について、218 

（環境基準達成局数／有効測定局数）

H30 R1 R2 R3 R4

ベンゼン 5/5 8/8 8/8 8/8 8/8

トリクロロエチレン 5/5 8/8 8/8 8/8 8/8

テトラクロロエチレン 5/5 8/8 8/8 8/8 8/8

ジクロロメタン 5/5 8/8 8/8 8/8 8/8

図表2-13 ダイオキシン類の測定結果 

図表2-14 有害大気汚染物資の環境基準達成状況の推移 

資料：大気水質保全課  

資料：大気水質保全課 

H30 R1 R2 R3 R4 環境基準
0.0057
～0.021

0.0049
～0.017

0.0049
～0.033

0.0048
～0.074

0.0033
～0.035

0.6pg-TEQ/m3以下

水質
0.020
～0.51

0.021
～0.62

0.024
～0.47

0.024
～0.30

0.022
～0.51

1pg-TEQ/㍑以下

底質
0.093
～9.1

0.087
～15

0.17
～8.7

0.082
～11

0.087
～16

150pg-TEQ/g以下

0.020
～0.022

0.021
～0.026

0.021
～0.023

0.023
～0.069

0.022
～0.029

1pg-TEQ/㍑以下

0.021
～1.3

0.022
～3.8

0.0011
～3.6

0.0074
～21

0.0013
～1.6

1,000pg-TEQ/g以下

大 気

公 共 用
水 域

地 下 水 質

土 壌
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大気8地点、県内主要河川11地点、湖沼5地点、地下水4地点、土壌6地点で実態調査を実施219 

しました。2001（平成13）年度は、それまでの調査結果を基に経年的な汚染状況の推移を220 

把握するため、継続モニタリング調査を実施し、2002（平成14）年度及び2003（平成15）221 

年度は、調査地点を県内主要河川（水質・底質）13地点とし、過去の調査で高頻度に検出222 

された物質10物質17種類について調査を実施しました。2003（平成15）年度の調査結果で223 

は、ノニルフェノール*、ビスフェノールA*、フタル酸ジ-2-エチルヘキシル*、フタル酸ジ224 

-ｎ-ブチル*など4物質が検出されましたが、検出率及び検出値とも、概ね過去の国及び県225 

における調査結果の範囲内でした。2004（平成16）年度からは調査媒体を水質に絞り、調226 

査対象物質を魚類に対する予測無影響濃度が示された3物質（ノニルフェノール、ビスフェ227 

ノールA、4-t-オクチルフェノール*）として2011（平成23）年度まで調査を実施してきま228 

した。2004（平成16）年度から2011（平成23）年度の調査では、23地点すべてにおいてこ229 

れら3物質は魚類に対する予測無影響濃度を下回っていました。2012（平成24）年度以降は230 

調査を一旦終了しましたが、環境省により2012（平成24）年8月にノニルフェノールが、231 

2013（平成25）年3月に4-t-オクチルフェノールがそれぞれ水生生物の保全に係る環境基準232 

項目、要監視項目に追加されたことから、現在は公共用水域水質測定として2物質について233 

調査を実施しています。 234 

1-7 廃棄物 235 

2021（令和3）年度における一般廃棄物の総排出量は284千トンで、市町村によって収集236 

処理されるごみの量が279千トン、住民団体等による資源回収（集団回収）が5千トンとな237 

っています。また市町村によって収集処理されるごみのうち、家庭系ごみが72.7％、事業238 

系ごみが27.3％となっています。1人1日当たり排出量で見ると、2011（平成23）年度の975g239 

から952gに減少しています。 240 

図表2-15 一般廃棄物排出量の推移 

資料：環境整備課 
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収集されたごみは中間処理が行われ、焼却などによる減量化が76.6％、再資源化が16.6％、241 

埋め立てなどの最終処分が6.8％となっています。 242 

2018（平成30）年度における産業廃棄物*の総排出量は1,698千トンで、種類別では汚泥243 

が最も多く51.1％、次いでがれき類が22.2％を占めています。発生した産業廃棄物は、自己244 

中間処理及び委託中間処理が行われ、減量化量637千トン（37.5％）、再生利用量1,040千ト245 

ン（61.2％）、最終処分量21千トン（1.2％）となっています。  246 

 
図表2-16 種類別産業廃棄物排出量 

※集計の百分率は小数第2位を四捨五入しているため、 
合計が100％にならない場合があります。 

資料：環境整備課 
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1-8 緑・景観 247 

身近な緑や水辺は、県民の快適な生活環境を形成する上で欠かせないものです。本県で248 

は、「山梨県環境緑化条例」に基づく緑化計画を策定し、近年の緑を取り巻く環境の変化や249 

課題を踏まえ、新たな時代に対応した緑の創造、保全等に取り組んでいます。 250 

県内の都市公園は、2021（令和3）年度末現在で211箇所、819.05haが整備されています。251 

一方、県内の市街地における緑被分布の状況は、2022（令和4）年度末現在で、甲府21％、252 

峡東43％、韮崎60％などとなっています。 253 

図表2-17 都市公園面積及び箇所数の推移 

図表2-18 各地域の緑被状況（2022（令和4）年度末） 

資料：国土交通省「都市公園整備状況調査」 

資料：山梨県「山梨県緑の現況調査」 

単位：％

10.16 3.36 7.65 21.17 78.83
峡 東 13.87 4.05 24.64 42.56 57.44
韮 崎 13.37 14.64 32.43 60.45 39.55
南 ア ル プ ス 8.39 3.10 17.84 29.33 70.67
笛 吹 川 23.79 4.77 6.13 34.69 65.31
市 川 三 郷 15.02 9.20 23.43 47.66 52.34
富 士 川 8.34 9.88 21.01 39.23 60.77
上 野 原 12.31 10.19 17.01 39.52 60.48
大 月 15.89 7.02 17.73 40.64 59.36
都 留 21.30 3.06 4.43 28.80 71.20
富 士 北 麓 8.27 7.59 18.84 34.70 65.30
身 延 5.34 8.94 12.50 26.78 73.22

農地緑被率
（C）

緑被率計
（A+B+C）

非緑被地率

甲 府 市 街 化 区 域

用

途

地

域

       区分
   地区名

樹木緑被率
（A）

草地緑被率
（B）
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優れた自然が創り出す自然景観や、数多くの歴史的資源が織り成す街並みなど、本県に254 

は個性豊かで県民の愛着を育む景観が残っています。これらの景観を後世に継承し、魅力255 

ある景観を創造するため、1990（平成2）年10月に「山梨県景観条例」を制定し、大規模事256 

業などにおける景観形成について指導を行っています。さらに、2004（平成16）年の景観257 

法制定などを受け、県全体の景観形成の方針と施策を広域的な景観づくりという視点から258 

示した「美しい県土づくりガイドライン」を策定し、公共事業の景観形成の推進や市町村259 

の景観計画策定に対する指導・支援、景観形成事業への助成などを実施しています。 260 

また、景観に対する県民意識の向上を図るため、2016（平成28）年度から、景観セミナ261 

ーを、行政や住民団体、事業者等の参加を得て実施しています。さらに、景観形成の重要262 

な要素である屋外広告物についても、「山梨県屋外広告物条例（1991（平成3）年12月全部263 

改正）」により、基準を定めて規制・誘導を実施しています。 264 

２ 自然環境 265 

2-1 動物 266 

本県の低地林から高山帯までに及ぶ幅広い地勢は変化に富み、また、寒地系種と暖地系267 

種分布域の接点であるという特性から、四季を通じて様々な野生動物が生息していると言268 

われており、現在までにほ乳類56種、鳥類266種、は虫類15種、両生類17種などが確認さ269 

れています。 270 

ほ乳類については、特別天然記念物のカモシカが保護の成果により生息分布域が各地の271 

高山帯及び亜高山帯に広がり、また、全国的に減少傾向にあるといわれているツキノワグ272 

マは、本県では、2020（令和2）年度に行った調査により527頭が生息していると推計され273 

ています。 274 

鳥類については、南アルプス山系には、特別天然記念物であるライチョウをはじめ、希少275 

なイヌワシ、クマタカが生息しており、富士五湖をはじめ釜無川、笛吹川などでは冬季に276 

カモ類の飛来が多く見られます。 277 

は虫類・両生類は生育環境の変化により個体数の減少が見られますが、南アルプス地域278 

では国内希少野生動植物であるアカイシサンショウウオの生息も確認されています。 279 

魚類は、生息環境の変化により、現在では、かつて身近に存在していたものの見られなく280 

なった種があるとともに、本来我が国には生息していなかった外来種*の存在が確認されて281 

います。 282 

昆虫については、我が国では約3万種が記録されていますが、解明が進むと10万種以上、283 

本県でも5万種以上に達すると考えられています。  284 
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2-2 植物 285 

本県は、県南部富士川の標高80mから富士山頂の3,776mまでと標高差が大きく、暖帯か286 

ら温帯、亜寒帯、寒帯と幅広い自然植生分布が存在する山々が多く見られます。 287 

自然植生については、県南部の富士川沿いから甲府盆地、さらに低山地にかけた標高288 

300m以下の地域では、タブノキ、シロダモ、シラカシなどの常緑広葉樹林で占められてお289 

り、甲府盆地をとりまく標高1,200m以下の温帯下部は、アカマツ、クリ、コナラ、標高1,800m290 

程度までの温帯上部では、ミズナラ、ブナの温帯落葉広葉樹林が生育しています。 291 

富士山、南アルプス、八ヶ岳など標高1,800mから2,500m程度までは、亜寒帯（亜高山帯）292 

に属し、シラビソ、コメツガなどの針葉樹林が広がり、ダケカンバが混生しています。標293 

高2,500m以上の寒帯（高山帯）においては、富士山ではカラマツが、南アルプス、八ヶ岳、294 

奥秩父山塊ではハイマツが生育しています。 295 

本県の山岳地域には「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（種の保296 

存法）」に基づき「国内希少野生動植物種*」に指定されているコヒョウモンモドキや、キ297 

タダケソウやアツモリソウをはじめとした多種多様な希少野生動植物が生育し、その多く298 

は氷河期から生息する貴重なものであることから、2007（平成19）年に「希少野生動植物299 

種の保護に関する条例」を制定し、指定希少野生動植物種の採取行為及び譲渡の禁止など300 

を定め、生育地パトロールの実施など希少野生動植物の保護に努めています。 301 

2-3 自然公園等 302 

優れた自然の風景地を保護し適正な利用の増進を図ることを目的に、本県では、3つの国303 

立公園、1つの国定公園、2つの県立自然公園が指定されており、総面積は121,207ha、県土304 

面積の27.1％を占めています。これらの自然公園は、四季を通じて多くの人々に利用され305 

ており、新型コロナウイルス感染症の感染拡大以前の2019（令和元）年には、5,894万人が306 

訪れています。 307 

図表2-19 自然公園の面積・利用者数推移 

資料：山梨県「やまなしの環境」  

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

国 立 公 園 富 士 箱 根 伊豆 36,796 29,128 30,089 32,647 33,071 33,302 36,865 40,109 13,396 12,627
秩 父 多 摩 甲斐 46,834 8,086 7,674 8,610 8,576 8,327 8,852 9,392 5,579 6,087
南 ア ル プ ス 18,286 553 255 385 2,923 1,786 1,832 1,745 0 0

計 101,916 37,767 38,018 41,642 44,570 43,415 47,549 51,246 18,975 18,714
国 定 公 園 八 ヶ 岳 中 信高 4,088 7,778 7,358 7,255 7,349 7,386 7,497 6,875 3,939 3,412

計 4,088 7,778 7,358 7,255 7,349 7,386 7,497 6,875 3,939 3,412
県 立 自 然 公 園 四 尾 連 湖 362 78 75 97 102 97 98 102 53 56

南アルプス 巨摩 14,841 744 726 685 782 772 759 714 496 505
計 15,203 822 801 782 884 869 857 816 549 561

121,207 46,367 46,177 49,679 52,803 51,670 55,903 58,937 23,463 22,687自 然 公 園 合 計

面積

（ha）

利用者数（千人）
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自然公園では、規制計画及び施設計画が定められ、自然環境の適切な保護と自然への影308 

響が少なく安全な利用の促進を図っています。自然公園内は規制計画に基づき、特別地域309 

（特別保護地区、第1種、第2種、第3種特別地域）と普通地域に区分され、自然公園を保護310 

するため各種の行為が規制されています。また、施設計画に基づき、遊歩道や利用施設な311 

どの整備を行うとともに美化活動などが行われています。 312 

本県では、ふるさとの豊かな自然環境を保全するため、「山梨県自然環境保全条例」に基313 

づき、将来にわたって保全する必要のある地域や動植物について、自然環境保全地区・自314 

然記念物に指定しており、2021（令和3）年度末現在、32地区16,725haの自然環境保全地315 

区、38箇所の自然記念物が指定されています。 316 

2-4 富士山 317 

日本の象徴である美しい富士山の姿と、富士山が育む豊かな自然を守り、次の世代に引318 

き継ぐことを目的に、1998（平成10）年2月、「富士山総合環境保全対策基本方針」を策定319 

し、さらに、同年11月には、山梨・静岡両県で「富士山憲章」を制定し、両県の連携のも320 

と、富士山の総合的な保全への取組を進めてきました。 321 

2011（平成23）年12月には2月23日を富士山の日とする「山梨県富士山の日条例」を制322 

定し、さらなる取組を進めています。 323 

また、富士山は、雄大さ、気高さ、美しさなどを基盤とし、信仰や芸術を生み出した山と324 

して、2013（平成25）年6月、世界文化遺産*に登録されました。 325 

2-5 森林 326 

本県の森林面積は347千haで、県土面積の78％を占め、全国でも有数の森林県です。 327 

また、人工林*が153千haを占め、人工林比率は44％となっており、豊かな木材資源が造328 

成されています。 329 

※単位未満を四捨五入している 
ため、合計と内訳とが一致しない 
箇所があります。  

図表2-20 林種別森林面積及び森林蓄積量の推移 

資料：山梨県「山梨県林業統計書」  
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森林は、木材資源として林業の基盤となる他、国土の保全、水源の涵
かん

養、生態系の保全、330 

地球温暖化の防止、自然とのふれあいなど、多面的機能を有しています。 331 

また、本県の森林面積の46％を占める県有林について、世界各国の環境団体や社会・経332 

済団体などで構成された森林管理協議会（FSC）により、環境に配慮した適正な森林管理333 

の基準を満たすことが認められ、2003（平成15）年4月、全国の公有林で初めてFSC森林管334 

理認証*を取得しました。 335 

2020（令和2）年3月には、「やまなし森林整備・林業成⾧産業化推進プラン」を策定し、336 

森林の公益的機能の強化と林業・木材産業等の成⾧産業化を目指しています。 337 

2-6 水環境 338 

水は、私たちの日常生活や事業活動に不可欠なものであり、美しい景観や心のやすらぎ339 

の場としても重要な役割を果たしています。また、水は、限りのある貴重な資源であり、340 

空、陸、海との間を循環することによって、河川、地下水の水量が保持され、水質が浄化さ341 

れ、水環境や生態系が守られています。 342 

本県は、富士川（釜無川を含む）、多摩川、相模川（桂川を含む）などの河川により上下343 

流域に多くの恵みをもたらす水源県であり、水源地域における森林の整備、生態系や景観344 

に配慮した水辺の整備など、地域や流域レベルでの水源を保全する動きが活発化し、県境345 

を越えて拡がっています。 346 

一方で、都市化の進展や山村地域の過疎化、産業構造やライフスタイルの変化などを背347 

景とし、森林の荒廃、水源涵
かん

養機能*の低下、生態系への悪影響など、健全な水循環の確保348 

※集計の百分率は小数第2位を四捨五入しているため、 
合計が100％にならない場合があります。 

資料：山梨県「令和3年度版 山梨県の水道」 
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）  

図表2-21 上水道・簡易水道における水源別取水量割合（令和3年度） 
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に支障となる問題が表面化してきています。2011（平成23）年度から2箇年にわたって実施349 

した水資源実態等調査では、本県の降水量、地下水賦存量が⾧期的に減少傾向にあること350 

も明らかとなりました。 351 

これらの課題に適切に対応するため、2012（平成24）年12月に「山梨県地下水及び水源352 

地域の保全に関する条例」を制定し、地下水の適正な採取や水源地域における適正な土地353 

利用を確保するための仕組みを導入するとともに、2013（平成25）年6月には、健全な水循354 

環系の構築と水を生かした地域振興を図るための指針として、新たに「やまなし水政策ビ355 

ジョン」を、2016（平成28）年3月には、本県の豊かで良質な「水」を生かした地域・産業356 

の活性化を目指して「やまなし「水」ブランド戦略」を策定するなど、持続可能な水循環社357 

会を目指して様々な分野における水政策を展開しています。 358 

３ 地球環境  359 

3-1 地球温暖化 360 

本県では、2008（平成20）年に制定した「山梨県地球温暖化対策条例」に基づき、2009361 

（平成21）年に「山梨県地球温暖化対策実行計画」を策定(令和5 (2023) 年改定)し、地球362 

温暖化対策に取り組んでいます。 363 

本県の2020（令和2）年度における温室効果ガス排出量は、6,149千t-CO2で、2013（平364 

成25）年に比べ、20.3％減少しています。 365 

温室効果ガス総排出量の93.8％を占めるCO2排出量について、部門別の状況を見ると、366 

2013（平成25）年に比べ、産業部門は23.6％、業務部門は37.0％、家庭部門は21.1％、運367 

輸部門は16.7％減少しているのに対し、廃棄物部門は4.6％増加しています。 368 

図表2-22 温室効果ガス排出量の推移 

資料：山梨県  
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3-2 オゾン層 369 

地球を取り巻く成層圏に分布するオゾン層は、太陽光に含まれる有害な紫外線の大部分370 

を吸収し、地球上の生態系を守る役割を担っています。このオゾン層が、特定フロン等*の371 

化学物質により破壊され、その結果として、地上に到達する有害な紫外線量が増加し、人372 

の健康や生態系への悪影響が生じるおそれがあります。 373 

オゾン層の保護対策としては「ウィーン条約*」など国際的な取組により、特定フロン等374 

のオゾン層破壊物質の生産削減が進められてきています。我が国では、1995（平成7）年度375 

末をもって特定フロン等の生産は全廃していますが、すでに生産された特定フロン等を利376 

用している冷蔵庫やカーエアコンなどの廃棄時には、特定フロン等が漏出しないよう回収・377 

破壊する必要があります。 378 

国内では「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出抑制法）」379 

（2001（平成13）年制定、2013（平成25）年改正）、「特定家庭用機器再商品化法（家電リ380 

サイクル法*）」（1998（平成10）年）、「使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リ381 

サイクル法*）」（2002（平成14）年）が整備され、使用済みのカーエアコンや冷蔵庫を回収382 

し、特定フロン等を回収・破壊する仕組みが整ってきました。 383 

3-3 エネルギー 384 

山梨県では、2023（令和5）年に改定した「山梨県地球温暖化対策実行計画」において、385 

県民の安全で安心な生活と豊かな自然環境、生活環境及び景観その他の地域環境との調和386 

を図りながら、恵まれた日照時間、豊かな森林や水資源を生かした再生可能エネルギーの387 

導入を促進することとしており、2030（令和12）年度の再生可能エネルギーの導入目標を388 

1,756MW（2020（令和2）年度比45％増）とすることなどを目指しています。 389 
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第４節 これまでの成果・今後の課題 390 

１ 第２次山梨県環境基本計画の進捗状況（2022（令和4）年度末までの状況） 391 

「第２次山梨県環境基本計画」（2014（平成26）年3月策定）においては、計52項目の392 

環境指標を設け、達成状況の点検・評価を行っています。計画の最終年度は、2023（令和393 

5）年度であり、計画の最終評価は翌年度に数値が出揃ったところで行いますが、2022394 

（令和4）年度末時点での計画の進捗状況は次のとおりです。 395 

計52項目の環境指標で評価が可能な51項目のうち、目標値を達成している指標（Ｓ）は22396 

項目（43.1％）、基準値より改善している指標（Ａ）は14項目（27.5％）、基準値と比較し397 

横ばいである指標（B）は3項目（5.9％）、基準値と比較し改善していない指標（C）は13項398 

目（25.5％）となっています。 399 

分野別に達成状況を見ると、「達成」「改善」の割合について、「4 地球環境の保全に貢400 

献する地域社会づくり」や「３持続可能な水循環社会づくり」などは近年高くなっている一401 

方で、「5 持続可能な社会の構築に向けた地域づくり・人づくり」や「6 環境の保全と創造402 

のための基盤づくり」、「重点2 健全な森林・豊かな緑の保全」などは低調です。 403 

達成度が低くなっている項目については、特に新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影404 

響を受け参加者数が低減したイベント参加者数・利用者といった指標が多く、厳密な評価は405 

困難ではあるものの、第２次計画の中間見直し時から同様に、関連施設や事業内容の周知方406 

法を工夫するなどし、より多くの県民に参加・利用していただけるよう努めます。その他の407 

指標についても、指標を設定している個別計画、また本計画において毎年度行う指標の達成408 

状況の調査において要因分析を行い、効果的な施策の展開を推進していきます。 409 

図表2-23 第2次山梨県環境基本計画 分野毎の環境指標の状況（「達成」「改善」の割合） 
H26 H30 R1 R2 R3 R4

環境の保全と創造のための施策の展開

1 環境負荷の少ない循環型の地域社会づくり 67% 67% 67% 67% 67% 50%

2 安全・安心で快適な生活環境づくり 79% 86% 86% 79% 86% 86%

3 生物多様性に富んだ自然共生社会づくり 88% 100% 100% 100% 89% 78%

4 地球環境の保全に貢献する地域社会づくり 67% 83% 100% 100% 100% 100%

5 持続可能な社会の構築に向けた地域づくり・人づくり 75% 75% 63% 38% 38% 38%

6 環境の保全と創造のための基盤づくり 0% 33% 100% 0% 33% 33%

重点的に取り組む施策

重点1 富士山及び周辺地域の良好な環境の保全 20% 50% 33% 50% 33% 50%

重点2 健全な森林・豊かな緑の保全 100% 67% 33% 33% 33% 33%

重点3 持続可能な水循環社会づくり 80% 80% 80% 80% 100% 100%

重点4 環境にやさしく自然と調和した美しい県土づくり 100% 100% 100% 83% 83% 83%

重点5 廃棄物等の発生抑制の推進 67% 67% 67% 67% 67% 50%

重点6 野生鳥獣の保護管理・鳥獣害防止対策の推進 50% 100% 100% 100% 100% 100%

重点7 クリーンエネルギーの活用と省エネ対策の推進 67% 67% 100% 100% 100% 100%

分　　野
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 410 

図表2-24 第2次山梨県環境基本計画 環境指標の状況（指標項目毎） 
No. 指標の項目 H26 H30 R1 R2 R3 R4
1 一般廃棄物総排出量 A A A A A A
2 １人１日当たりに家庭から排出するごみの量 A A C C C C
3 一般廃棄物再生利用率 C C A A A C
4 産業廃棄物総排出量 A S S S S S
5 産業廃棄物再生利用率 S C C C C C
6 産業廃棄物最終処分量 C S S S S S
7 大気汚染に係る環境基準達成率（二酸化硫黄） S S S S S S
8 大気汚染に係る環境基準達成率（一酸化炭素） S S S S S S
9 大気汚染に係る環境基準達成率（浮遊粒子状物質） S S S S S S
10 大気汚染に係る環境基準達成率（二酸化窒素） S S S S S S
11 大気汚染に係る環境基準達成率（光化学オキシダント） B B B B B B
12 大気汚染に係る環境基準達成率（微小粒子状物質） C S S S S S
13 エコドライブ宣言車両率 A A A A A A
14 水質汚濁に係る環境基準達成率(河川)（BOD） S S S S S S
15 水質汚濁に係る環境基準達成率(湖沼)（COD) C C C C S S
16 生活排水クリーン処理率 A A A A A A
17 ダイオキシン類の環境基準達成地点数 S S S S S S
18 自動車騒音に係る環境基準達成率 S S S S S S

電柱類の地中化延⾧(県管理道路) S
県内の国・県指定文化財の件数 A S A A A A

20 「緑の教室」受講者数 A S A C C B
21 自然環境保全地区面積(自然造成地区は除く。) S S S S S S
22 鳥獣保護区等指定面積 S S S S S C
23 自然公園等利用者数 S S S S C C
24 県内の山小屋トイレの整備率 A A A A A A
25 ニホンジカの推定生息数 B A A A A A
26 獣害防止柵の整備による被害防止面積 S A S A A S

身近な自然環境や動植物の生息・生育・ S
身近な自然環境や動植物の生息・生育・繁殖環境に配慮した河川整備計画における河川整備率 S S A A A
荒廃した民有林の整備面積 A
森林整備の実施面積 S S A A S

29 生物多様性の言葉の認知度 S S A A
30 温室効果ガス総排出量 C A A S S S
31 森林吸収源対策による森林の二酸化炭素吸収量 S S S S S S
32 木質バイオマス利用施設数 B S S S S S
33 クリーンエネルギー導入出力(住宅用太陽光発電)(10kW未満) A A A S S S
34 クリーンエネルギー導入出力(小水力発電) S B A A A A
35 森林環境教育の実施教育機関数の割合 A A C C C B
36 富士山科学カレッジ修了者数 C C C S C C
37 環境学習指導者派遣事業参加者数 S C S C C C
38 環境美化活動参加者数 C S C C C C
39 土木施設環境ボランティア数 S S S S S S
40 森林ボランティア団体数 A S S S A S
41 企業・団体の森づくり活動箇所数 A A A C A A
42 環境情報センター利用者数 C C S C C C
43 やまなしの環境アクセス数 C S A C A A
44 環境に関するフォーラム、国際シンポジウム参加者数 C C S C - -
45 富士山環境保全活動参加者数 C C C C C C
46 富士山環境教育参加者数 C S C C C C
47 富士山チップ制トイレ協力度 A A A A - A
48 電線類の地中化延⾧(富士北麓地域) A A A A A

水源の森づくり面積 S
荒廃した民有林の整備面積 B C C C C
エコファーマー認定者数 A
やまなしGAPの認証者数 S A S S

51 有機農業に取り組む面積 S A S A S S
農地・水保全管理共同活動取組面積 A
多面的機能支払交付金による取り組み面積 A A A A A

＜評価・分類方法＞ 年度毎に目標値に対する達成状況を次のとおり評価して分類
    

※斜線となっている箇所については、第２次計画の中間見直しや関連計画の変更等に伴い指標の変更を行ったもの
※指標44「環境に関するフォーラム・国際シンポジウム参加者数」：R3、R4の評価時、題材が火山防災であったため評価不可
※指標47「富士山チップ制トイレ協力度」：R3は新型コロナウイルス感染症の影響により開山せず評価不可

27

28

52

19

50

49

S
B

指標が目標値を達成しているもの
指標が基準値と比較し横ばいであるもの

A
C

指標が基準値と比較し改善しているもの
指標が基準値と比較し改善していないもの



 

27 

２ 県民の環境に関する意識、ニーズの変化 411 

本県では、環境に関する県民の意識を把握するため、2022（令和4）年9月に県政モニター412 

を対象にアンケート調査を実施しました。 413 

実施年 項目 

1992（平成4）年 ・環境に関する満足 

2003（平成15）年 ・重要と考える課題 ・環境に関する満足度 ・環境に関するニーズ 

2007（平成19）年 ・環境に関するニーズ 

2013（平成25）年 ・重要と考える課題 ・環境に関する満足度 ・環境に関するニーズ 

2022（令和4）年 ・重要と考える課題 ・環境に関する満足度 ・環境に関するニーズ 

今回のアンケート結果を、過去実施した同様のアンケート結果と比較・分析した結果は次414 

のとおりです。 415 

2-1 重要と考える課題  416 

アンケート調査では、最初に、環境、福祉、経済などの様々な課題項目の中から「重要と417 

考える課題」を3つまで挙げてもらいました。 418 

結果、県民が重要と考える課題は、「少子・高齢化の進展」（51.5％）、「地球の温暖化419 

や砂漠化など地球規模での環境問題」（41.0％）、「ごみ処理や河川の汚れなど日常の生活420 

環境問題」と、環境に関する課題が上位に挙げられました。また、環境に関する課題にお421 

いては、「日常の生活環境問題」の回答率が下がった一方で、「地球規模での環境問題」の422 

回答率が高くなっており、地球規模の環境問題への関心が高まっていることがわかります。 423 

図表2-26 重要と考える課題 

順位 回答率 順位 回答率 順位 回答率

少子・高齢化の進展 3 37.0% 1 53.3% 1 51.5%
地球の温暖化や砂漠化等地球規模での環境問題 4 35.3% 5 26.3% 2 41.0%
ごみ処理や河川の汚れなど日常の生活環境問題 1 59.9% 3 46.0% 3 34.6%
福祉・介護の問題 5 35.3% 2 47.4% 4 31.6%
生活のゆとりや質の向上に関する問題 10 9.7% 6 20.4% 5 22.9%
雇用や景気の問題 2 41.5% 4 40.5% 6 22.6%
子ども等の教育問題 7 16.6% 7 20.1% 7 16.0%
世界の戦争や紛争問題 6 20.4% 10 7.3% 8 14.2%
自分や家族の健康についての問題 9 15.2% 9 13.8% 9 12.0%
政治や企業の倫理の問題 8 15.6% 8 16.6% 10 8.4%
交通事故の増加など交通問題 11 6.2% 12 5.2% 11 8.1%
世界的な食糧問題 12 4.5% 11 5.9% 12 6.9%

289人 312人 332人

※順位の網掛けは前回の調査より順位が上がっているもの。

R4
  

H15 H25

図表2-25 県政モニターアンケート調査の実施経過 
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2-2 環境に関する満足度  424 

県内の自然環境（自然、水や水辺、土、動植物等とのふれあい等）、生活環境（空気、川425 

や湖のきれいさ、周辺の静けさ、清潔さ等）、及び人文環境（町や田畑の景観、公園、歴史426 

的環境、文化財等）に関する県民の満足度を調査しました。 427 

2022（令和4）年の調査結果においては、「満足」及び「やや満足」とした人の割合は、428 

いずれにおいても大きく前回値を上回っており、着実に本県における環境の整備が進んで429 

いることがうかがえます。 430 

図表2-27 環境に関する満足度の推移（「満足」「やや満足」合計値） 

 
図表2-28 環境に関する満足度の推移（分野毎） 

 自 然 環 境  

 生 活 環 境  
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2-3 環境に関するニーズ 431 

環境保全のために行政に望む対策について、2013（平成15）年、2007（平成19）年、2013432 

（平成25）年、2022（令和4）年に調査しました。また、2013（平成25）年調査、2022（令433 

和4）年調査では、併せて「第１次山梨県環境基本計画」の施策分野の中で、重要だと考え434 

るものについて3つ挙げてもらいました。 435 

過去3回の調査結果を比較すると、「周辺の山・川などの自然環境の保全や水辺環境を整436 

備すること」（3位→5位→2位→1位）、「川や湖をきれいにするために下水道その他の施437 

設を整備すること」（3位→1位→1位→2位）、「学校等において環境教育・学習*を行うこ438 

と」（5位→6位→3位→3位）、「ごみの不法投棄を取り締まること」（1位→2位→4位→4439 

位）といった項目が継続して上位となっています。 440 

図表2-29 行政に望む環境保全の施策項目（重要度の推移） 
（2003（平成15）年、2007（平成19）年、2013（平成25）年、2022（令和4）年調査） 

 人 文 環 境  

※集計の百分率は小数第2位を四捨五入しているため、合計が100％にならない場合があります。 

順位 回答率 順位 回答率 順位 回答率 順位 回答率

周辺の山・川などの自然環境の保全や水辺環境を整備すること 3 43.1% 5 30.2% 2 45.2% 1 46.7%
川や湖をきれいにするために下水道その他の施設を整備すること 3 43.1% 1 41.5% 1 45.2% 2 38.9%
学校等において、環境教育・学習を行うこと 5 33.1% 6 21.4% 3 34.9% 3 35.5%
ごみの不法投棄を取り締まること 1 46.8% 2 36.7% 4 31.4% 4 25.6%
用途に応じた適切な土地利用を行うこと 10 15.3% 14 5.2% 7 13.8% 5 16.6%
廃棄物の最終処分場や再資源化施設を整備すること 2 45.6% 4 30.6% 5 19.9% 6 16.9%
大気汚染、振動、騒音などの公害を防止するため、自動車、工場などへの規制を行うこと 7 17.7% 7 17.7% 6 16.3% 7 16.3%
地球温暖化対策を行うこと - - 3 35.5% 12 8.3% 8 15.1%
広告や看板の設置を規制したり、電柱のない街並みを整備すること 9 16.9% 11 8.1% 8 12.5% 9 11.4%
樹木や花などを身近に植え環境美化を行うこと 11 8.5% 12 8.1% 9 10.6% 10 10.5%
地域住民による自主的な組織づくりやボランティア活動を支援すること 6 19.0% 9 16.1% 10 10.3% 11 7.8%
環境保全、快適環境の創造を目指した研究体制を整備すること 12 8.1% 13 5.6% 16 4.2% 12 5.7%
史跡や歴史的な建造物の保全を行うこと 14 4.8% 15 4.8% 11 9.3% 13 5.7%
環境保全活動の普及啓発活動を行うこと - - 10 8.5% 13 7.4% 14 5.4%
環境情報の提供を行うこと 13 6.9% 16 3.6% 15 4.5% 15 3.9%
ダイオキシンや環境ホルモン等の対策を行うこと 8 17.3% 8 17.3% 14 4.8% 16 0.3%
その他（自由記述） 16 2.0% 17 1.6% 17 1.9% 17 0.9%
特に必要ない 17 0.0% 18 0.0% 19 0.3% 18 0.0%
無回答 15 3.2% 18 0.0% 18 1.0% 19 3.3%

248人 248人 312人 332人
※順位の網掛けは直前回の調査より順位が上がっているもの。

R4H15 H18 H25
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一方、「第１次山梨県環境基本計画」の施策分野の中では、「1 循環型社会システムの確441 

立」（40.1％）、「2 豊かな自然環境の保全」（32.5％）、「重点6 地球温暖化対策の推進」、442 

「重点3 水環境の保全等の推進」といった施策が重要と考えられています。 443 

3 主な取組・成果 444 

第２次環境基本計画では「山梨県環境基本条例」の基本理念及び計画の基本目標の実現に445 

向け、４つの目指すべき将来像を定め、様々な施策を推進してきました。 446 

主な取組・成果として、「環境負荷の少ない循環型の地域社会」に向けて、2017（平成29）447 

年3月に「山梨県産業廃棄物適正処理ビジョン」を、翌4月には「山梨県災害廃棄物処理計画」448 

を策定し、廃棄物の適正処理・発生抑制等を推進しています。また、一般廃棄物総排出量は、449 

指定ゴミ制度の導入や生ゴミ処理機の購入に対する助成等といったごみ減量化の取組によ450 

り、改善傾向にあります。 451 

「安全・安心で快適な生活環境」に向けては、本県の良質な水のブランド力を高め、健全452 

な水循環を守り育てる「育水」という考え方のもと、「やまなし水ブランド戦略」を策定し、453 

「水」の魅力を活用した県のイメージアップ及び地域・産業の活性化、さらには、持続可能454 

な水環境の保全に努めています。また、大気汚染に係る指標については、エコドライブへの455 

意識の高まりや工場・事業場の監視指導の効果もあり、ほぼすべての項目で環境基準を達成456 

しています。 457 

「生物多様性に富んだ自然共生社会」に向けては、2014（平成26）年6月に「南アルプス」458 

が、2019（令和元）年6月には「甲武信」がユネスコエコパークへ登録され、本県の持つ豊459 

かな自然環境が国際的にも高く評価されています。また、森林整備については、植栽・保育・460 

図表2-30 山梨県環境基本計画 分野毎のニーズの状況（2013（平成25）年、2022（令和4）年調査） 

順位 回答率 順位 回答率

1 循環型社会システムの確立 1 45.2% 1 40.1%
2 豊かな自然環境の保全 2 45.2% 2 32.5%
重点6 地球温暖化対策の推進 12 16.3% 3 25.0%
重点3 水環境の保全等の推進 7 13.8% 4 22.6%
5 環境教育・環境学習の推進 6 34.9% 5 21.7%
4 地球環境保全対策の推進 8 31.4% 6 21.7%
重点2 森林・緑地の保全等の推進 9 12.5% 7 20.5%
重点1 富士山の環境保全対策の推進 3 19.9% 8 19.6%
重点5 廃棄物等の発生抑制等の推進 4 8.3% 9 19.0%
重点4 環境の保全に資する農業の促進 10 10.3% 10 13.6%
3 さわやかな生活環境の保全と創造 5 10.6% 11 10.2%
7 環境に関する情報の提供 13 7.4% 12 7.5%
8 環境に関する調査・研究 11 4.2% 13 6.9%
6 環境に関する自発的な活動の促進 14 9.3% 14 5.4%
無回答 15 4.5% 15 2.4%

※順位の網掛けは直前回の調査より順位が上がっているもの。

重要だと考える施策
H25 R4
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間伐等への支援を積極的に行い、実施面積が目標値を上回るなど、優れた自然環境の保全に461 

努めています。加えて、2022（令和4）年7月には、峡東地域における周囲を山並みに抱かれ462 

た甲府盆地一帯の桃やぶどうなどの果樹地帯の景観が、「峡東地域の扇状地に適応した果樹463 

農業システム」として世界農業遺産に選定されました。 464 

「地球環境の保全に貢献する地域社会」に向けては、2016（平成28）年3月に策定したエ465 

ネルギー政策の基本指針となる「やまなしエネルギービジョン」により取組を進め、特に住466 

宅用太陽光発電の導入出力は年々増加するなど順調に推移しています。木質バイオマス利用467 

施設数についても、目標値を上回っており、貴重な森林資源の有効活用につながっています。468 

また、2021（令和3）年7月には、「山梨県太陽光発電施設の適正な設置及び維持管理に関す469 

る条例」を制定し、地域と共生する太陽光発電事業の普及を図り、もって太陽光発電事業と470 

地域環境との調和及び県民の安全で安心な生活の確保を図っています。 471 

４ 今後の課題 472 

環境に関する県民のニーズとしては身近な環境整備や環境教育に関する項目が上位に多473 

く、これらについては今後も県民の満足度の向上を目指し、適宜市町村等との連携を通474 

じ、引き続き着実な取組を進めていきます。 475 

一方で、近年県民の関心・ニーズが高まっている地球温暖化対策、また関連する生物多476 

様性の確保等、地球規模の問題についても、県自身として取組を進めると同時に、県民・477 

県内事業者等も含め、県内一丸となって取り組めるような普及啓発等も合わせ、積極的に478 

施策を推進していきます。 479 

480 
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第３章 計画の基本目標・目指すべき将来像 481 

第１節 計画の基本目標 482 

 本県では、これまで「環境首都・山梨」（「『環境首都・山梨』づくりプラン」1994（平483 

成6）年～）、「環境日本一やまなしの確立」（「山梨県環境基本計画」2005（平成17）年484 

～）、「県民の環（わ）で守り、創り、未来へ繋げる豊かな環境」（「第２次山梨県環境基485 

本計画」2015（平成25）年～）を掲げ、豊かな自然の維持を図り、健康で文化的な生活の確486 

保に努めてきました。健全で恵み豊かな環境の恩恵を享受している私たちは、本県の環境を487 

将来の世代へ引き継いでいく責任があります。 488 

このため、第 2 章で述べた本県の環境の状況を踏まえ、「山梨県環境基本条例」で示さ489 

れた 3 つの基本理念に基づく取組を推進していくにあたり、本計画の基本目標を次のとお490 

りとします。 491 

＜第３次山梨県環境基本計画 基本目標＞ 492 

第２節 目指す将来像 493 

「山梨県環境基本条例」の基本理念及び計画の基本目標の実現へ向けた取組を推進するに494 

あたり、次のとおり目指す将来像を定め、施策を展開していきます。 495 

＜目指す将来像＞ 496 

環境に配慮した生活様式や事業活動が定着するとともに、 

豊かな自然環境の保全と、 

適正な活用がバランスよく進む、持続可能な社会 

人と地球の豊かさを創り、未来へつなぐふるさと山梨 
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  497 

 
 環境の保全及び創造は、県民が健全で恵み豊かな恵沢を享受するとともに、その環境

を将来の世代へ継承していくよう適切に行われなければならない。 
 環境の保全及び創造は、社会経済活動その他の活動による環境への負荷をできる限り

低減することその他の環境の保全及び創造に関する行動がすべての者の公平な役割分
担の下に自主的かつ積極的に行われることによって、健全で恵み豊かな環境を維持し
つつ、環境への負荷の少ない健全な経済の発展を図りながら持続的に発展することが
できる社会が構築されることを旨とし、科学的知見の充実の下に環境の保全上の支障
が未然に防がれることを旨とし、並びに地域の特性に応じた環境の保全及び創造に関
する行動により人と自然とが共生する潤いのある環境が確保されることを旨として、
行われなければならない。 

 地球環境保全は、すべての日常生活及び事業活動において積極的に推進されなければ
ならない。 

人と地球の豊かさを創り、未来へつなぐふるさと山梨 

基 本 目 標 

「山梨県環境基本条例」基本理念 

目 指 す 将 来 像 

図表3-1 条例の基本理念、基本目標、目指すべき目標の関係 イメージ図 

環境に配慮した生活様式や事業活動が定着するとともに、 
豊かな自然環境の保全のための取組と、 

適正な活用がバランスよく進む、持続可能な社会 
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第 3 節 施策展開の考え方  498 

１ SDGsによる施策の推進 499 

2015（平成27）年に国連サミットにおいて「持続可能な開発のための2030アジェンダ」500 

が採択されました。その中では、先進国を含む国際社会全体の開発目標として、「誰一人取501 

り残さない」社会の実現を目指し、環境・経済・社会をめぐる広範な課題について17の目標502 

（ゴール）と169のターゲットからなる「持続可能な開発目標（SDGs）」が提示されていま503 

す。SDGsのそれぞれのゴールやターゲットは相互に関連しており、複数の課題を総合的に504 

解決することを目指すとともに、目標達成に向け、あらゆるステークホルダーが参加する「全505 

員参加型」のパートナーシップの促進を宣言しています。 506 

また、「SDGsの概念」を表す構造モデルとして、SDGsウェディングケーキモデルがあり507 

ます。このモデルでは、SDGsの17の目標について、「経済（ECONOMY）」「社会（SOCIETY）」508 

「環境（BIOSPHERE）」の3つの階層に分類されており、「経済」は「社会」の上に、そし509 

て「社会」は「環境」の上に成り立つ、すなわち、「環境」こそが「経済」・「社会」の基510 

盤であることを表しています。 511 

本県においても、国際社会の一員としての役割を果たし、また県民の豊かさの創造のため、512 

県民、民間団体、事業者、市町村等あらゆる主体とのパートナーシップにより環境の保全と513 

創造のための施策を推進するなかで、経済・社会・環境の統合的向上を図り、持続可能な社514 

会の実現に向けた取組を進めていきます。 515 

図表3-2 持続可能な開発目標（SDGs） 

資料：国連広報センター  
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２ 地域循環共生圏の創造 516 

地域循環共生圏については、地域資源が循環する自立・分散型の社会を形成するととも517 

に、近隣地域等との共生・対流を通じ、より広域的なネットワーク（自然的なつながり・518 

経済的つながり）を構築し、地域資源を補完・支え合うことを目指し、地域で環境・社519 

会・経済の課題を同時解決する事業を生み出していくことから、「ローカル SDGs」とも呼520 

ばれています。 521 

本県は、富士山や八ヶ岳、南アルプスといった山々に代表される豊かな自然環境に恵ま522 

れながら東京圏とのアクセスも良好という自然的・地域的な特性、また県内各地域におけ523 

る特色を活かした産業や文化、世界最高レベルの基礎技術と研究実績が蓄積されている水524 

素・燃料電池関連技術等、多様な魅力ある地域資源を有しています。 525 

こうした本県ならではの強みを発揮し、例えば、本県経済の大きなウエイトを占める観526 

光産業について、豊かな自然環境や地域に根差した史跡や食、イベントなどの地域資源の527 

保全と利用のバランスを図りながら、多様化する旅行ニーズに対応した様々な活動を可能528 

とする山梨独自の観光を「やまなしツーリズム」とし、地域特性に応じたサステナブル・529 

ツーリズムの推進を図ります。また、今後より一層の取組が求められる脱炭素化において530 

は、再生可能エネルギーを活用した自立・分散型エネルギーの導入の促進により、脱炭素531 

化と同時に地域経済の活性化やレジリエンスの強化を図るなど、地域の高付加価値化とと532 

もに地域のコミュニティに活力をもたらし、それがさらなる循環につながっていくよう、533 

取組を進めていきます。  534 

資料：ストックホルムレジリエンスセンター  

図表3-3 SDGsのウェディングケーキモデル 

経済 

社会 

環境 
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第４章 環境の保全と創造のための施策の展開 535 

第３章で示した計画の基本目標・目指すべき将来像を実現するため、国際社会の一員とし536 

て当然かつ強力に取り組んでいく分野（第1節～第3節）、日常生活の基礎となる分野（第4537 

節）における施策を展開するとともに、各分野の施策を展開していくために必要となる共通538 

的・基盤的な施策（第5節）を併せて推進します。 539 

また、計画の進捗状況を把握・管理する指標として、計33項目を設定します。 540 

 541 

第１節 地球環境の保全  

1-1 地球温暖化の防止 
1-2 気候変動への適応 
1-3 オゾン層の保護対策の推進 指標：3項目 

第２節 生物多様性・自然環境の保全  

2-1 生物多様性の保全 
2-2 自然環境の保全 
2-3 自然とのふれあいの推進 指標：9項目 

第３節 循環型社会の形成  

3-1 3R+Renewableの推進  
3-2 廃棄物等の適正処理の推進 
3-3 不法投棄の防止 指標：8項目 

第４節 生活環境の保全  

4-1 大気汚染の防止 
4-2 水質の保全 
4-3 化学物質による環境汚染の防止 
4-4 騒音・振動・悪臭・地盤沈下・土壌汚染等の防止 
4-5 放射性物質の監視 
4-6 魅力ある景観づくり 指標：8項目 

第5節 基盤となる施策の推進  

5-1 環境教育･環境学習等の推進 
5-2 環境活動・協働取組の促進 
5-3 環境情報の提供 
5-4 調査研究・国際協力の推進 
5-5 DXの推進 指標：5項目 

図表4-1 第4章の体系 
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第１節 地球環境の保全 542 

■ 現状と課題  543 

近年、異常気象は激甚化・頻発化しており、水害・土砂災害等の気象災害をもたらす大雨・544 

短時間強雨の頻発化の背景には、気候変動の影響による異常気象に加え、地球温暖化の影響545 

があると考えられるとともに、気候の変化の要因について、人間の影響が大気、海洋及び陸546 

域を温暖化させてきたことには疑う余地がないことが指摘されています。 547 

さらに、今後とも地球温暖化の進行が見込まれ、豪雨や猛暑のリスクが一層高まることが548 

予測されるなかで、気候変動は全ての大陸と海洋にわたって、自然及び人間社会に影響を与549 

えており、温室効果ガスの継続的な排出により、人々や生態系にとって深刻で広範囲にわた550 

る不可逆的な影響を生じる可能性が高まると言われています。 551 

2015（平成27）年 12 月に採択されたパリ協定は、世界全体の平均気温の上昇を２℃より552 

十分下方に抑えるとともに、1.5℃に抑える努力を追求すること、このために今世紀後半に553 

人為的な温室効果ガス排出の実質ゼロ（人為的な温室効果ガス排出量と吸収量を均衡させる554 

こと）を目指しており、我が国においても、2020（令和2）年に、「2050年カーボンニュー555 

トラル」を宣言するとともに、2030（令和12）年度において、温室効果ガス46%削減（2013 556 

年度比）を目指すこと、さらに 50%の高みに向けて挑戦を続けることを表明しています。 557 

こうした状況下、地球環境の保全は私たち一人一人、この星に生きる全ての生き物にとっ558 

て避けることができない喫緊の課題であり、本県においても国際社会の一員として、脱炭素559 

化等、地球環境の保全の取組を進めていく必要があります。 560 

さらに、世界的に企業や金融機関において、脱炭素化を企業経営に取り込み、リスクを回561 

避するとともに、ビジネスのチャンスとして捉える動きが企業経営の潮流となっていること562 

から、本県においても地域資源等を生かしながら、脱炭素化の取組が地域経済の活性化や雇563 

用創出、地域課題の解決等につながるよう、多面的に施策を推進し、本県の発展につなげて564 

いくことを目指します。  565 
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■ 施策の方向  566 

1-1 地球温暖化対策の推進 

1-2 気候変動への適応 

1-3 オゾン層の保護対策 

 567 

1-1 地球温暖化対策の推進  

（1） 「山梨県地球温暖化対策実行計画」に基づき、県民、民間団体、事業者、市町
村との連携を図りながら、実効性のある取組を推進します。 

（2） 家庭や事業者等における、太陽光発電設備等の再生可能エネルギー設備や環境
負荷の低い次世代自動車、省エネ性能の高い機器・設備等の導入を促進しま
す。 

（3） 地域資源を最大限活用して、景観・自然環境への影響や安定供給の課題を考慮
しながら、適切に多様なクリーンエネルギーの導入を拡大します。 

（4） 事業者が行うクリーンエネルギーに関する施設や設備の整備に対し、一定の要
件のもと、融資を行います。 

（5） 県内の森林資源を有効活用するため、製材残材や未利用間伐材などの木質バイ
オマスの利活用を推進します。 

（6） 家庭用燃料電池や燃料電池自動車等の普及啓発による水素エネルギーの利用拡
大、CO2フリー水素サプライチェーンの構築、水素・燃料電池関連産業の振興
を図ります。 

（7） 既設水力発電所の安定的稼動によるクリーンエネルギーの安定供給に努めま
す。 

（8） 水力発電の有望地点について開発調査を行うとともに、平成25（2013）年度か
ら10地点程度の小水力発電の開発を目指す「やまなし小水力ファスト10」を推
進します。 

（9） 小水力発電について、自治体や事業者等に向け有望地点の情報提供やセミナー
等の実施、また市町村や土地改良区が行う農業用水への施設整備等の支援によ
り導入の拡大を図ります。 

（10）P2Gシステム（水素関連システム）等による電力貯蔵技術の実用化を推進しま
す。 

（11）「山梨県太陽光発電施設の適正な設置及び維持管理に関する条例」に基づき、
地域環境と調和した太陽光発電施設の適正な導入を図ります。 

（12）パークアンドライドやエコ通勤、アイドリングストップ等エコドライブの普及
促進により、運輸部門のCO2排出量削減を推進します。 
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（13）森林の適切な森林の整備・保全を推進することにより、森林のCO2吸収量の確
保を図ります。 

（14）農業分野における温室効果ガスの削減を積極的に推進するため、土壌（農地）
に炭素を貯留することで大気中の二酸化炭素の削減に貢献する４パーミル・イ
ニシアチブの取組を推進します。 

（15）森林による二酸化炭素の固定化を促進するため、公共施設や公共工事等におけ
る県産木材の利用や県産木材を使用した木造住宅の需要の拡大など、木材資源
の循環利用を推進します。 

（16）県有林内における適切な間伐などによる二酸化炭素の吸収量をクレジット化
し、カーボン・オフセットに取り組む企業、団体等へ販売するとともに、その
収益を県有林の森林整備に活用します。 

（17）県自らが事業者として、省資源、省エネルギーの推進、廃棄物の減量化、リサ
イクルの推進を図るなど、環境への負荷の低減と地球温暖化の防止に取り組み
ます。 

（18）市町村における区域の温室効果ガス排出量の削減等の施策の推進や自らの事
務・事業に関して率先的な取組の実施を支援します。 

（19）県民や事業者など各主体による脱炭素に向けた取組を推進するため、地球温暖
化防止活動推進員、地球温暖化防止活動推進センター、その他各種団体・民間
事業者等多様な主体との連携及び協力を得ながら、普及啓発を図ります。 

（20）米倉山太陽光発電所PR施設「ゆめソーラー館やまなし」及び「クリーンエネル
ギーセンター」を拠点に学習講座等を実施するとともに、再生可能エネルギー
等に関する情報発信を行います。 

 
1-2 気候変動への適応  

（1） 温室効果ガスを減らす「緩和策」に加え、温暖化による悪影響に備える「適応
策」を「山梨県地球温暖化対策実行計画」において提示するとともに、本県の
気候変動適応計画として位置づけ、農業・林業分野や健康分野など幅広い取組
を推進します。 

 
1-3 オゾン層の保護対策  

（1） 県民、事業者に対して特定フロン類の適正回収・破壊処理等に関する普及啓発
を行うとともに、「フロン排出抑制法」、「家電リサイクル法」及び「自動車リサ
イクル法」等に基づき、冷凍空調機器、カーエアコンなどからの特定フロン等
の回収・破壊処理等を促進します。 

（2） 事業者が行う代替フロン、脱フロンのための施設や設備の整備に対し、一定要
件のもと、融資を行います。 
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■ 環境指標  568 

 施策の推進により、本県においても様々な主体の取組を通じ2050年カーボンニュートラ569 

ルを実現し、2030（令和12）年には国の2013年度比46%削減を上回る目標を目指すなか570 

で、その達成に向け、以下指標を設定します。 571 

 項目 基準値 目標値 

1 温室効果ガス総排出量 
7,058千t-CO2 

(H25) 
基準年度(H25)比 
△50％削減(R12) 

2 再生可能エネルギー導入目標 
1,215MW 

(R2) 
1,756MW 

(R12) 

3 最終エネルギー消費量削減目標 
79,076TJ 

(H25) 
55,139TJ 

(R12) 
   ※（）内は年度 572 

   ※次の指標は、関連する計画等において目標が設定されており、計画改定や新計画策定により基573 

準値・目標値が変更された場合は、本計画も連動して基準値・目標値を改めることとします。 574 

     - 指標1~3：山梨県地球温暖化対策実行計画（R5-R12）  575 



 

41 

第２節 生物多様性・自然環境の保全 576 

■ 現状と課題  577 

本県では、地形・地質や気候など変化に富んだ自然のもと、様々な動植物が生息・生育578 

し、国内でも有数の生物多様性に富んだ豊かな生態系が形成され、2014（平成26）年6月579 

に「南アルプス」、2019（令和元）年6月には「甲武信」についてユネスコエコパークに580 

登録されています。 581 

しかしながら世界的に、人間活動によって生物多様性と生態系サービス*は悪化し続けて582 

います。2019（令和元）年に生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学-政策プ583 

ラットフォーム（IPBES）により公表された「生物多様性と生態系サービスに関する地球584 

規模評価報告書」では、地球上のほとんどの場所で自然が大きく改変されており、例え585 

ば、世界の陸地の 75％は著しく改変され、海洋の 66％は複数の人為的な要因の影響下に586 

あり、1700 年以降湿地の 85％以上が消失したこと、また、調査されているほぼ全ての動587 

物、植物の約 25％の種の絶滅が危惧されていることなどが示されました。同報告書におい588 

ては、過去 50 年の間、人類史上かつてない速度で地球全体の自然が変化しており、この589 

ままでは生物多様性の損失を止めることができず、持続可能な社会は実現できないことが590 

指摘されています。 591 

 こうした危機感を背景とし、1992（平成4）年の「生物の多様性に関する条約」（生物592 

多様性条約）の採択、2010（平成22）年のCOP10での「愛知目標」を経て、2022（令和593 

4）年12月に開催されたCOP15において「昆明・モントリオール生物多様性枠組」が採択594 

され、2030（令和12）年までに生物多様性の損失を食い止め、反転させ、回復軌道に乗せ595 

る「ネイチャーポジティブ（自然再興）」の方向性が打ち出されています。本枠組みにお596 

いては、2021（令和3）年G7サミットで合意された、2030（令和12）年までに陸と海の597 

30％以上を健全な生態系として効果的に保全しようとする目標である「30by30（サーテ598 

ィ・バイ・サーティ）」も2030年ターゲット（行動目標）として掲げられました。我が国599 

においても、「生物多様性戦国家戦略2023-2030」（2023（令和5）年3月閣議決定）にお600 

いて、2050年ビジョン「自然と共生する社会」、2030年に向けた目標「ネイチャーポジテ601 

ィブ（自然再興）の実現」が掲げられています。 602 

こうした世界的な流れの中で、本県も決してその例外ではなく、森林や湖沼、河川など603 

において、生態系への影響や、多くの野生動植物に絶滅のおそれが生じており、豊かな自604 

然の恵みを将来にわたり享受できる自然共生社会を構築するため、生物の多様性の保全及605 

び持続可能な利用の取組を進めていく必要があります。 606 
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■ 施策の方向  607 

2-1 生物多様性の保全 

2-2 自然環境の保全 

2-3 自然とのふれあいの推進 

 608 

2-1 生物多様性の保全  

（1） 「やまなし生物多様性地域戦略」に基づき、生物多様性の保全と持続可能な利
用に向けた取組を推進します。 

（2） 保護地域の拡大、環境省・自然共生サイトへの登録（森林、農地、重要里地里
山など）によりOECMの拡大を図ることにより、30by30目標の実現に貢献し
ます。 

（3） 環境省・30by30アライアンスへの参加を推進します。 

（4） 県内の希少な野生動植物の生息・生育状況をとりまとめた県レッドデータブッ
クを活用するとともに、希少野生動植物種の保護に関する条例に基づき、希少
野生動植物の捕獲・採取や取引を規制し保護に努めます。 

（5） 希少種の保全活動や、外来種の防除活動事業費の補助により、活動を支援しま
す。 

（6） 開発計画等（環境影響評価の対象とならない小規模開発を含む）において、希
少野生動植物の適切な保全対策が講じられるよう、開発行為を行う事業者等に
対して県レッドデータブックや希少種モニタリング調査データを活用し、当該
地における希少野生動植物の生息・生育状況等の情報を提供します。 

（7） 山岳レインジャーや自然監視員の巡回監視活動により、自然植生の分布地域の
把握や高山植物、自然記念物等の保護に向けた取組を推進します。 

（8） 学術上価値の高い動物、植物について、文化財（天然記念物）としてその保護
を図ります。 

（9） 県民の貴重な財産である豊かな自然環境の保全や貴重な動植物の生態系を守る
ため、自然保護大会等の各種イベントやレッドデータブック及びパンフレッ
ト、ホームページなどを通じて適切な知識の普及を図ります。 

（10） 鳥獣保護区の指定や鳥獣の生息状況の把握、傷病鳥獣の保護など、人と野生鳥
獣との共生及び生物多様性の保全に関する総合的な取組を推進します。 

（11） ニホンジカ、イノシシ等、個体数の管理が必要な鳥獣については、第二種特定
鳥獣保護管理計画に基づき、個体数の適正な管理を行います。 

（12） 管理捕獲従事者の確保・育成を推進します。 
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（13） 地域ぐるみの被害防止対策を効率的に実施するため、鳥獣害防止技術指導員や
集落リーダーの育成・活動支援等を行います。 

（14） 野生鳥獣による農作物への被害を軽減するため、市町村に設置されている鳥獣
害防止協議会や関係機関と連携し、侵入防止施設の整備を推進します。 

（15） 野生鳥獣による農作物への被害を軽減するため、市町村の「鳥獣被害防止計
画」に基づいて、地域ぐるみで行う被害防止対策を支援します。 

（16） 鳥獣害対策として捕獲したニホンジカのジビエや皮製品としての有効利用を推
進します。 

（17） アライグマなど、農業被害や人的被害を引き起こし、また在来種の生息を脅か
す特定外来生物の繁殖抑制や人為的な移入防止に努めます。 

（18） オオキンケイギクなど特定外来生物の調査結果等を積極的に提供し、民間団体
等との連携により、地域の取り組みを促進します。 

（19） 様々な主体と連携を図るなかで、愛鳥週間など関連行事を活用したイベントを
実施し鳥獣保護思想の普及啓発を図るとともに、これらの活動への県民、民間
団体、事業者等の積極的な参加を促進します。 

 
2-2 自然環境の保全  

（1） 富士山、南アルプス、八ヶ岳、秩父山塊などの原生の自然や景観を将来の世代
に引き継いでいくため、県民、事業者、関係機関等との連携を図りながら、環
境保全に関する施策を進めます。 

（2） 県土面積の78％を占める森林の有する水源涵養、県土の保全、地球温暖化防
止、保健休養、生態系の確保などの公益的機能を発揮させるため、適切な森林
の整備、保全、保護を図ります。 

（3） 県森林面積の46％を占める県有林では、環境への配慮など国際的な基準により
認められた管理経営を進めます。 

（4） 荒廃した人工林を間伐し、針葉樹と広葉樹が混じり合った森林に誘導します。 

（5） ⾧期間放置され、草木の繁茂により荒廃した里山林における不要木や侵入竹の
除去等を行い里山を再生します。 

（6） 原生的な自然や自然環境を保全するうえで重要な野生動植物の生息・生育地と
して、自然に委ねることを基本とし、必要に応じて、植生の復元など森林生態
系を適切に保全、管理します。 

（7） 多様な生態系や潤いのある水辺環境を保全するため、生態系や自然環境等に配
慮し、自然環境と調和した河川整備を推進します。 

（8） 生態系の保全や自然とふれあいの場の確保、周辺の自然環境との調和を図るな
ど環境に配慮した治山林道施設の整備を推進します。 
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（9） 山岳地域においては、自然環境の保全と自然景観の確保を目的に、登山道や山
小屋のトイレの改善・設置を図るための取組を進めます。 

（10） 優れた自然環境を保全していくため、自然公園、自然環境保全地区及び自然記
念物の指定を行い、開発行為等の規制による保全に努めるとともに、自然の劣
化が見られる場合は、適切な手法により本来の自然環境の再生に努めます。 

（11） 自然公園、自然環境保全地区及び自然記念物については、地元の協力を得なが
ら、巡視、清掃活動を推進します。 

（12） 自然環境保全地区及び自然記念物を自然監視員が巡回監視することで、自然環
境保全を図るとともに、訪れる人々への自然環境保護意識の高揚を図ります。 

（13） 公共事業や大規模な開発行為等による環境への負荷の軽減を図ることにより、
現在及び将来の県民の健康で文化的な生活の確保を図るため、「山梨県環境影
響評価条例」等に基づく環境影響評価制度の適正な運用を行うとともに、その
実効性を高めるため、県民や事業者等への情報提供等を行います。 

（14） 温泉資源の保護を図るため、温泉資源調査などを実施するとともに、可燃性天
然ガスによる事故の未然防止や適正な利活用に向けた取組を進めます。 

（15） 農業・農村の多面的機能の保全を図るため、地域の共同組織が行う農業用水路
等の地域資源の保全活動を支援します。 

（16） 有機農業に取り組む農家を増やすため、技術向上に資する研修の開催、地域普
及展示圃を設置します。 

（17） 安全・安心な農産物の供給や環境に配慮した生産を図るため、ＧＡＰの認証取
得を支援し、ＧＡＰの導入を推進します。 

（18） 世界農業遺産に認定された峡東地域の歴史ある果樹農業システムを維持発展さ
せるため、保全や活用に向けた取り組みを支援します。 

 
2-3 自然とのふれあいの推進  

（1） 自然散策やフットパス、スポーツ体験、フルーツ狩りなど、本県の地域資源を
生かした体験プログラムの開発を促進します。 

（2） 温泉や森林、高原気候などの地域資源を活用した健康プログラムを提供するこ
とにより、環境との共生を図りながら、観光振興や健康増進を目指すウェルネ
スツーリズムを推進します。 

（3） 生態系の保全と持続可能な利活用の調和を目的とするユネスコエコパークとし
て、南アルプスエコパーク及び甲武信ユネスコエコパークの利活用を図りま
す。 
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（4） 都市住民と地域住民との交流・連携を促進するとともに、里山に関わるＮＰＯ
等と協働で森林ボランティア等の支援や里山の新たな利活用を図りながら、県
民参加の里山活動を推進します。 

（5） 八ヶ岳自然ふれあいセンターなどの県有施設における体験学習をはじめとし
た、自然とのふれあいを目的とした各種講座の開催など、自然環境の保全、保
護意識の向上を図るための普及啓発を進めます。 

（6） 森林内での体験活動や森林環境教育の場として「森林文化の森」等のフィール
ドの積極的な活用を図ります。 

（7） 山梨県緑化計画にのっとり、県民、企業・団体などの多様な主体と協働・連携
して緑化を推進します。 

（8） 県民の行う身近な緑化活動を支援するため、緑に関する学習機会を提供すると
ともに、樹木医による緑化相談や緑サポーターなど緑づくりの専門家の養成及
び緑化活動に関する情報提供等を行います。 

（9） 森林や緑を大切にする心を育てるため、小学生以下の児童を対象とした、緑を
活用した環境教育プログラムを推進します。 

（10） 子供たちが、山梨の豊かな自然や多様な生物への理解を深め、それらに対する
愛情をもつことができるように、郷土学習教材「ふるさと山梨」を活用した郷
土学習の推進を図ります。 

■ 環境指標  609 

施策の推進により、生物多様性の損失を食い止めて回復させ、その恵みを後世に引き継610 

ぎ、さらに豊かにすることを目指すなかで、その達成に向け、以下指標を設定します。 611 

 項目 基準値 目標値 

1 保護地域及びOECMの面積割合 
31% 
(R4) 

50% 
(R12) 

2 
県レッドデータブック掲載絶滅危
惧種（501種の絶滅リスク）の維持
または低減 

－ 
絶滅リスクの維持ま

たは低減(R12) 

3 新たな侵略的外来種の封じ込め率 － 
100% 
(R12) 

4 ニホンジカの推定生息数 
41,885頭 

(R4) 
17,000頭 
（R12） 

5 
環境省・30by30アライアンスへの
参加者数 

4件 
(R5) 

150件 
(R12) 

6 生物多様性の言葉の認知度 
74% 
(R5) 

100% 
(R12) 
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7 
生物多様性に関連する保全活動団
体への支援数 

希少種：0件 
外来種：1件 

（R4） 

希少種：10件 
外来種：10件 

（R12） 

8 

農作物被害金額 
 
 
 

151百万円 
(R1) 

143百万円 
(R4) 

9 
身近な自然環境や動植物の生息・
生育・繁殖環境に配慮した河川整
備計画における河川整備率 

6,124ha 
(H30) 

7,042ha 
 (R12) 

   ※（）内は年度 612 

   ※次の指標は、関連する計画等において目標が設定されており、計画改定や新計画策定により基613 

準値・目標値が変更された場合は、本計画も連動して基準値・目標値を改めることとします。 614 

     - 指標1~7：やまなし生物多様性地域戦略（R6～R12） 615 

     - 指標8：やまなし農業基本計画（R1～R4） 616 

     - 指標9：山梨県社会資本整備重点計画（第四次）（R3～R7）  617 

※R5 年度中に改定するやまなし農業基本計画に準じ、基準値・目標値を修正予定 
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第３節 循環型社会の形成 618 

■ 現状と課題  619 

大量生産・大量消費型の経済社会活動は、大量廃棄型の社会を形成し、健全な物質循環620 

を阻害するほか、気候変動問題、天然資源の枯渇、大規模な資源採取による生物多様性の621 

損失など様々な環境問題にも密接に関係しています。 622 

こうした中で、競争条件への影響も踏まえ、資源・製品の価値の最大化を図り、資源投623 

入量・消費量を抑えつつ、廃棄物の発生の最小化につながる経済活動全体の在り方が強調624 

されている「循環経済（サーキュラーエコノミー）」の取組は、昨年のG7でも、気候変動625 

対策、生物多様性の保全と並ぶ国際社会共通の課題となっています。 626 

3R（発生抑制・再使用・再生利用）＋Renewable（バイオマス化・再生材利用等）の資627 

源循環の取組によっては、我が国における温室効果ガス全排出量の約36％が削減可能とい628 

う試算があるとともに、資源の効率的使用、⾧期的利用や循環利用、ライフサイクル全体629 

での適正な化学物質や廃棄物管理による新たな天然資源の投入量・消費量の抑制は、資源630 

の採取・生産時等における生物多様性や大気、水、土壌などの保全、影響を低減すること631 

にもつながります。2022（令和4）年4月に施行された「プラスチックに係る資源循環の促632 

進等に関する法律」では、プラスチック使用製品の設計から廃棄物の処理段階に至るまで633 

のライフサイクル全体で、3R＋Renewableの原則にのっとり、あらゆる主体におけるプラ634 

スチック資源循環の取組を促進するための措置を講じることとされています。 635 

また、近年では、東日本大震災とそれにより引き起こされた原発事故により放出された636 

放射性物質による環境汚染からの再生と復興に引き続き取り組んでいく必要があることに637 

加え、東日本大震災以降も毎年のように大規模な災害が発生しており、首都直下地震や南638 

海トラフ巨大地震など、東日本大震災を大きく上回る災害の発生が懸念されていることか639 

ら、万全な災害廃棄物処理体制を構築していくことが必要です。 640 

本県においても、県民や事業者の健全な日常生活や事業活動に伴い発生する廃棄物等に641 

ついて、天然資源の消費を抑制し、大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会の在り方を改642 

めて見直し、「物を大切にする文化」のもとで、3R+Renewableを推進することにより、643 

環境への負荷を低減した循環型社会の形成を推進していくとともに、不測の事態でも揺る644 

がない廃棄物処理体制の構築等を推進していく必要があります。 645 
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■ 施策の方向  646 

3-1 3R+Renewableの促進 

3-2 廃棄物等の適正処理の推進 

3-3 不法投棄の防止 

 647 

3-1 3R+Renewableの促進  

（1） 廃棄物等の発生抑制等を推進し、循環型社会の実現を図るため、本県の廃棄物
に関する現状や課題を踏まえて策定する「山梨県廃棄物総合計画」に基づき、
施策の総合的、計画的な推進を図ります。 

（2） 県民、民間団体、事業者、行政など全ての主体がごみ減量化へ取り組む運動を
展開し、全県的なごみ減量化の機運を醸成します。 

（3） 産業廃棄物を一定量以上排出する事業者等に対して、産業廃棄物の減量化や再
生利用など適正処理に関する内容を含む産業廃棄物処理計画の策定を促進し、
その適切な運用を徹底します。 

（4） 一般廃棄物の減量化等を促進するため、一般廃棄物処理計画に基づき一般廃棄
物の減量化等を推進する市町村に対して技術的な支援を行います。 

（5） 環境に配慮した事業活動を促進するため、環境管理に関する国際規格である
ISO14001など環境マネジメントシステムを認証取得する事業者に対する一定要
件のもとでの融資やアドバイザー派遣の支援を行います。 

（6） 「山梨県プラスチックごみ等発生抑制計画」に基づき、使い捨てプラスチック
製品等の削減、農業用廃プラスチックのリサイクルや適正処理プラスチックの
代替品の利用促進、プラスチックごみの減量化等を推進します。 

（7） 「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（容器包装リサ
イクル法）」及び「山梨県分別収集促進計画」に基づき、容器包装の適切なリサ
イクルが図られるよう、市町村が行う分別の徹底や資源の効率的な回収に対し
技術的な支援を行うとともに、県民への普及啓発を行います。 

（8） 「特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）」の、適正・円滑な推進に向
けた普及啓発を行い、冷蔵庫、テレビ等特定家庭用機器のリサイクルを促進し
ます。 

（9） 「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（小型家電リサイクル
法）」による使用済み小型家電の適切なリサイクルが図られるよう普及啓発を行
うとともに、分別等を行う市町村に対し情報提供等の支援を行います。 

（10）使用済自動車について、「使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサ
イクル法）」の登録・許可を有する事業者に対して、法に則った適正処理の指導
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を行うとともに、関係団体等との連携を図りながら、使用済み自動車のリサイ
クルを促進します。 

（11）建設廃棄物について、廃棄物処理業者に対する適正なリサイクルの指導を行う
とともに、｢建設リサイクル推進計画２０２０｣に基づき、県の発注する建設工
事において発生する建設廃棄物の再資源化・縮減率の向上及び建設資材として
利用可能な再生資材の活用や建設発生土の利用促進を図ります。 

（12）家畜排泄物の有効活用を推進するため、高品質な堆肥生産に向けた技術指導や
ペレット化堆肥の実証・普及、構築連携体制を構築します。 

（13）事業者が行うリサイクル等に資する施設や設備の整備に対し、一定要件のも
と、融資を行います。 

（14）製造・流通・小売・消費の各段階で発生する食品ロスを削減するため、事業
者・県民の意識啓発や知識の普及、フードチェーン全体での食品ロス削減の推
進に取り組みます。 

（15）廃棄物の発生の少ない製品やリサイクル可能な製品など、環境への負荷の少な
い製品を購入するグリーン購入や地産地消を推進するとともに、県民等への普
及啓発を進めます。 

 
3-2 廃棄物等の適正処理の推進  

（1） 「山梨県ごみ処理広域化計画」等に基づき、市町村の広域的連携による一般廃
棄物の適正な処理体制の整備を推進します。 

（2） ダイオキシン類の発生源である廃棄物焼却施設の設置者に対して構造基準、維
持基準の徹底を図るとともに、ダイオキシン恒久基準への適合を継続的に監視
します。 

（3） 産業廃棄物の排出事業者及び処理業者について監視、指導を行い、産業廃棄物
の適正処理や産業廃棄物管理票（マニフェスト）制度の徹底を図ります。 

（4） 「山梨県ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画」に基づき、適正処理の促進を図
ります。 

（5） 災害時における廃棄物の処理を適正かつ迅速に実施するため、平常時、応急対
応時、復旧・復興時における体制整備の充実を図ります。 

（6） 発生した災害の状況や規模に応じ、必要となる広域的処理体制を迅速に構築す
るため、県内外における自治体間等の連携強化に努めます。 

（7） 県内及び全国の産業廃棄物処理状況やリサイクル技術を含む廃棄物処理技術の
進展等の動向把握に努め、必要に応じて、産業界、廃棄物処理業界及び市町村
等の意見を踏まえ、廃棄物最終処分場の設置の必要性や整備手法等について検
討します。 
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（8） 廃棄物の不法投棄や違法な野外焼却などの不適正処理について、県民、事業
者、関係機関等との連携を図りながら、監視の一層の強化を図るとともに、適
正処理に関する普及啓発に積極的に努めます。 

（9） 金属スクラップや堆肥原料などの再生資源物について、適正な保管や処理が図
られるよう、監視・指導を行います。 

 
3-3 不法投棄の防止  

（1） 多くの民間団体や関係機関の協力を得て設置した「富士山麓環境美化推進ネッ
トワーク」の構成団体と連携し、富士山周辺地域における廃棄物不法投棄防止
対策について、地域ぐるみの取組を進めます。 

（2） 不法投棄などの事案に対しては、警察などと連携を図るなかで、「廃棄物の処理
及び清掃に関する法律」に基づき、厳正に対処します。 

 648 

■ 環境指標  649 

施策の推進により、本県においても廃棄物の排出量削減やリサイクルの促進を図るなか650 

で、その達成に向け、以下指標を設定します。 651 

 項目 基準値 目標値 

1 一般廃棄物総排出量 
299千t 

（H30） 
266千t 
(R7) 

2 
１人１日当たりに家庭から排出す
るごみの量 

590g/日 
（H30） 

468g/日 
(R7) 

3 一般廃棄物再生利用率 
17.0% 

（H30） 
25.0% 
(R7) 

4 一般廃棄物最終処分量 
19千t 

（H30） 
16千t 
(R7) 

５ 産業廃棄物総排出量 
1,698千t 
（H30） 

1,712千t 
(R7) 

6 産業廃棄物再生利用率 
52% 

（H30） 
52% 
(R7) 

7 産業廃棄物最終処分量 
21千t 

（H30） 
21千t 
(R7) 

8 新たな不法投棄確認箇所数 
928箇所 

(R1~R4の平均値) 

4 年間の平均が 

2022(令和4)年度までの

過去 4 年間の平均値に

比べて減少 
   ※（）内は年度 652 
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   ※次の指標は、関連する計画等において目標が設定されており、計画改定や新計画策定により基653 

準値・目標値が変更された場合は、本計画も連動して基準値・目標値を改めることとします。 654 

     - 指標1~7：第4次山梨県廃棄物総合計画（R3～R7）  655 
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第４節 生活環境の保全 656 

■ 現状と課題  657 

良好な大気環境や清らかな水環境、静けさ、緑豊かな生活空間などは、私たちが健康で快658 

適な生活を営むうえで大変重要な要素です。 659 

本県では、これまで大気汚染や水質汚濁防止対策など、生活環境を保全するための取組を660 

進めてきましたが、大気に関しては、窒素酸化物や浮遊粒子状物質等は近年環境基準を達成661 

しているものの、光化学スモッグの原因となる光化学オキシダントについては、環境基準が662 

非達成となっています。また、近年、微小粒子状物質（PM2.5）が新たな問題となっており、663 

発生源や生成機構等の調査研究が進められています。水質については、下水道や浄化槽等の664 

普及に伴い、⾧期的には改善傾向がみられるものの、一部の公共用水域において環境基準を665 

達成していない状況にあります。騒音と悪臭については、苦情件数が⾧期的には増加傾向と666 

なっています。 667 

近年のダイオキシン類の常時監視の結果では、大気、公共用水域（水質・底質）、地下水668 

質、土壌の調査地点の全てにおいて環境基準を達成していますが、こうした環境汚染の実態669 

把握は、今後も継続して実施していくことが必要です。 670 

また、豊かな緑や調和のとれた美しい景観は私たちに安らぎとうるおいを与えます。その671 

ため、地域における緑づくりへの取組を促進するとともに、歴史的な建築物が織り成す街並672 

みや歴史的、文化的資源の保護を図っていくことが重要です。 673 

■ 施策の方向  674 

4-1 大気汚染の防止 

4-2 水質の保全 

4-3 化学物質による環境汚染の防止 

4-4 騒音・振動・悪臭・地盤沈下・土壌汚染等の防止 

4-5 放射性物質の監視 

4-6 魅力ある景観づくり 

 675 

4-1 大気汚染の防止  

（1） 大気汚染の状況を広域的かつ的確に把握するため、大気汚染状況の常時監視を
行います。 
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（2） 「大気汚染防止法」等の関係法令に基づき、ばい煙発生施設等を設置している
工場や事業場の監視、指導を行い、大気汚染物質の排出基準の遵守を徹底しま
す。 

（3） 自動車や家庭等の小規模燃焼施設から窒素酸化物、浮遊粒子状物質、微小粒子
状物質(PM2.5)の排出を削減するため、次世代自動車（電気自動車（EV）、燃料
電池自動車（FCV）、プラグインハイブリッド自動車（PHV）等）や低NOx燃焼
機器の導入や、アイドリングストップ等エコドライブの普及促進を図ります。 

（4） 光化学オキシダント濃度に関する情報提供や、緊急時における光化学スモッグ
注意報等の発令により、光化学オキシダントによる健康被害の発生の未然防止
に努めます。また、大気環境の状況に関し、近隣都県との密接な情報交換に努
めます。 

（5） 微小粒子状物質(PM2.5)に関する情報提供や、高濃度時における注意喚起情報
について、速やかな情報提供に努めます。 

（6） 事業者が行う大気汚染防止のための施設の整備及び「低排出ガス車認定実施要
領」に基づき国土交通大臣が認定した自動車の購入等に対し、一定要件のも
と、融資を行います。 

（7） 揮発性有機化合物（VOC）の排出を削減するため、工場や事業場におけるVOC
排出削減対策を推進します。 

 
4-2 水質の保全  

（1） 公共用水域及び地下水の水質汚濁の状況を定期的かつ的確に把握するために水
質測定を行います。 

（2） 富士五湖の水質調査を行い、汚濁の原因を解明し、富栄養化を防止する等、水
質の保全に努めます。 

（3） 「水質汚濁防止法」等に基づき、工場や事業場に対し排水規制、地下水汚染の
未然防止に係る規制を行うとともに、監視、指導を徹底します。 

（4） 「山梨県生活排水処理施設整備構想2017」に基づき、地域特性を踏まえ、流域
下水道、公共下水道、農業集落排水施設、コミュニティプラント、浄化槽など
の生活排水処理施設の効率的かつ適切な整備を推進するとともに、適正な維持
管理の徹底を促進します。 

（5） 環境への負荷低減を図るため、堆肥等を活用した土づくり並びに化学肥料使用
量及び化学合成農薬の使用を低減する環境保全型農業を推進します。 

（6） 事業者が行う水質汚濁防止のための施設の整備に対し、一定要件のもと、融資
を行います。 
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4-3 化学物質による環境汚染の防止  

（1） ダイオキシン類による環境汚染の状況を把握するため、大気、水質、土壌中の
濃度を測定します。 

（2） 「ダイオキシン類対策特別措置法」等に基づき、ダイオキシン類の発生源とな
る廃棄物焼却炉等を設置する工場や事業場の監視、指導を徹底します。 

（3） 「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法
律」に基づき、排出事業者へ化学物質の排出・移動量の把握と届出を指導し、
環境汚染の未然防止を促進します。 

（4） 県民、事業者、県が環境中に排出される化学物質について正確な情報を共有化
し、相互に意思疎通を図る化学物質の管理に関するリスクコミュニケーション
の促進を図ります。 

（5） 「山梨県ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画」に基づき、適正処理の促進を図
ります。 

（6） 事業者が行う「ダイオキシン類対策特別措置法」に定める特定施設から発生又
は排出されるダイオキシン類を処理するための施設の整備に対し、一定の要件
のもと、融資を行います。 

 
4-4 騒音・振動・悪臭・地盤沈下・土壌汚染等の防止  

（1） 主要道路の騒音の状況を継続的に把握し、各種の騒音対策の基礎資料とするた
め、自動車騒音の常時監視を行います。 

（2） 関係機関との連携を図りながら、「山梨県富士五湖の静穏の保全に関する条例」
に基づき、富士五湖における静穏を保全します。 

（3） 地盤沈下量の状況を正確に把握するため、一級水準測量や地下水位観測を行い
ます。 

（4） 土壌汚染の未然防止に向けて、工場や事業場等に対して施設の構造や有害物質
の適正管理等について指導を行います。また、「土壌汚染対策法」に基づき、土
壌汚染の把握及び土壌汚染による健康被害防止のため、適切な指導を行いま
す。 

（5） 良好な照明環境を実現するため、広域に影響が及ぶサーチライトなどによる光
害を防止します。 

（6） 事業者が行う騒音・振動・悪臭等を防止するための施設の整備に対し、一定要
件のもと、融資を行います。 

 
4-5 放射性物質の監視  

（1） 環境放射能モニタリング調査を継続的に実施し、その結果を公表します。 
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4-6 魅力ある景観づくり  

（1） 市町村における「景観計画」の策定や計画に基づく取組を支援し、地域の風土
や歴史、産業などと密接に関わって形成されてきた県土固有の景観の保全と創
造を促進します。 

（2） 電線類地中化や街路樹等の整備による良好な道路景観の形成を図るとともに、
地域住民による建築協定の締結や、優れた建築物や屋外広告物等への表彰によ
り個性的で優れた街並み景観の形成を図るなど、魅力ある街並みづくりを促進
します。 

（3） 「山梨県屋外広告物条例」に基づき、屋外広告物の設置、管理について必要な
規制を行い、地域の良好な景観や美観の維持を図ります。 

（4） 良好な都市環境を形成するため、都市公園の緑の保全や憩いの空間造りを推進
します。 

（5） 森林景観形成・修景のための眺望伐採、森林整備等を行い、登山者、旅行者等
に親しまれる美しい森林景観形成の推進に努めます。 

（6） 農業・農村の多面的機能の保全を図るため、地域の共同組織が行う農業用水路
等の地域資源の保全活動を支援します。 

（7） 歴史上又は芸術上価値の高い建造物などの有形文化財、史跡、名勝などの保護
を図ります。 

（8） 多くの県民が利用する公用、公共用施設の緑化を推進するとともに、工場、事
業所等における緑地の確保を促進します。 

（9） 緑豊かな生活環境をつくるため、地域において県民、民間団体、事業者の緑化
活動への取組を促進します。 

■ 環境指標  676 

施策の推進により、良好な生活環境の保全を図り、県民の環境への満足度の更なる向677 

上を目指すなかで、その達成に向け、県民の生活に身近な大気・水質・騒音等の以下指678 

標を設定します。 679 

 項目 基準値 目標値 

1 

大気汚染に係る環境基準を全ての
有効測定局で達成した項目数 
（二酸化硫黄・一酸化炭素・浮遊粒
子状物質・二酸化窒素・微小粒子状
物質） 

5/5 
(R4) 

5/5 
(R12) 

2 
大気汚染に係る環境基準達成率（光
化学オキシダント） 

0/10 
(R4) 

達成率の向上 
を図ります。 
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3 
水質汚濁に係る環境基準達成率(河
川)（BOD） 

河川22地点中22地点 
（R4) 

河川22地点中22地点 
（R12) 

4 
水質汚濁に係る環境基準達成率(湖
沼)（COD) 

湖沼5地点中5地点 
（R4) 

湖沼5地点中5地点 
（R12) 

5 生活排水クリーン処理率* 
86.3% 
(R4) 

92.2% 
(R12) 

6 

ダイオキシン類の環境基準達成地
点数 
(大気、公共用水域、地下水質及び土
壌) 

すべての調査地点で
達成(R4) 

すべての調査地点で
達成(R12) 

7 自動車騒音に係る環境基準達成率 
環境基準達成率 

(全国平均) 
全国平均を上回る 

達成率を維持します。 

8 電線類の地中化延⾧ 
134km 
(R1) 

190km 
(R9) 

   ※（）内は年度 680 

   ※次の指標は、関連する計画等において目標が設定されており、計画改定や新計画策定により基681 

準値・目標値が変更された場合は、本計画も連動して基準値・目標値を改めることとします。 682 

     - 指標 5：山梨県生活排水処理施設整備構想 2017（H28～37） 683 

     - 指標 7：山梨県社会資本整備重点計画（第四次）（H28～37）  684 
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第５節 基盤となる施策の推進 685 

■ 現状と課題  686 

現在の環境問題は地球規模で発生しており、私たちの日々の生活や事業活動に起因する環687 

境への負荷が、自分たちばかりでなく、地球規模の環境にまで大きな影響を及ぼしています。 688 

こうした問題を解決し、持続可能な社会を構築していくためには、私たち一人ひとりがラ689 

イフスタイルや事業活動のあり方を再考し、環境保全のために主体的に行動していくことが690 

不可欠になっており、環境教育の果たす役割がますます重要になっています。 691 

今後も2013（平成25）年3月に策定した「環境教育等推進行動計画」に基づき、環境教育692 

を担う人材の育成、体験を重視した環境学習の機会の提供、地球温暖化などの地球規模の環693 

境問題の防止に向けた環境教育などを豊かな自然に恵まれた本県の特色を生かしながら一694 

層推進していくとともに、環境美化活動や緑化活動、地球温暖化防止に向けた取組など、地695 

域の取組の輪をさらに広げていくことが必要です。 696 

また、県民、民間団体、事業者等に対して環境問題に関する理解や環境活動への自主的な697 

取組を積極的に進めていくため、環境情報の充実はもとより、正確な情報の迅速な発信に努698 

めていきます。 699 

さらに、環境の保全を適切・効果的に進めていくため、衛生環境研究所等の県立試験研究700 

機関での環境モニタリング等による県内の環境の状態の把握だけでなく、環境保全や各種環701 

境問題の原因究明及び対策に関する調査研究や技術開発を推進するとともに、国内外の各種702 

研究機関等との連携等の国際協力、DX等を推進していきます。 703 

■ 施策の方向  704 

5-1 環境教育・環境学習等の推進 

5-2 環境活動・協働取組の促進 

5-3 環境情報の提供 

5-4 調査研究・国際協力の推進 

5-5 DXの推進 

 705 
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5-1 環境教育・環境学習等の推進  

（1） 「やまなし環境教育等推進行動計画」に基づき、環境教育や環境学習に係る施
策の総合的、計画的な推進を図ります。 

（2） 学校教育や社会教育における、環境学習や自然体験活動、エネルギー教育等を
通して、やまなしエコティーチャーなどを積極的に活用しながら、特色のある
環境教育を推進するとともに、環境保全活動につなげる取組を進めます。 

（3） 学校、民間団体、地域との連携を図る中で、こどもエコクラブや緑の少年隊な
どの活動の促進を図るとともに、環境保全について学ぶ機会を提供します。 

（4） 市町村の自主的な環境学習活動を支援するため、啓発資料等の提供を行いま
す。 

（5） 森林総合研究所「森の教室」などの県有施設における体験学習や各種講座の開
催を通じて、森林の役割や自然の大切さを学ぶ機会を提供します。 

（6） 自然体験等の場として環境教育に活用される土地や建物を、環境教育等促進法
の「体験の機会の場」として認定します。 

（7） 水の大切さや様々な動植物を育む水辺環境の多様な価値などを伝える体験型の
学習プログラムを実施するなど、身近な水辺環境を活用した環境教育、環境学
習を推進します。 

（8） 県民・事業者の環境教育や環境学習を支援するため指導者を派遣し人材の育成
に努めます。 

（9） 森林総合研究所などにおいて、教職員等を対象とした環境教育等に関する指導
者養成のためのプログラムを実施します。 

 
5-2 環境活動・協働取組の促進  

（1） 県民、事業者等が自らの手で道路、河川、公園等の清掃、植栽などの美化活動
を行う土木施設環境ボランティアにより、身近な公共施設の環境美化を進めま
す。 

（2） 環境月間や河川愛護月間などにおける普及啓発活動を推進し、県民、事業者等
の環境保全意識の醸成と自発的な環境保全活動を促進します。 

（3） 様々な主体と連携を図るなかで、愛鳥週間など関連行事を活用したイベントを
実施し、鳥獣保護思想の普及啓発を図るとともに、これらの活動への県民、民
間団体、事業者等の積極的な参加を促進します。 

（4） 市町村によるごみの減量化、リサイクル、省エネルギー、緑化活動など、地域
の特性を踏まえた環境の保全と創造に関する活動の促進と、こうした実践活動
に対する支援を行います。 
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（5） 県民の行う身近な緑化活動を支援するため、緑に関する学習機会を提供すると
ともに、樹木医による緑化相談や緑サポーターなど緑づくりの専門家の養成及
び緑化活動に関する情報提供等を行います。 

（6） 県民や企業・団体など様々な主体の参加による森づくりを推進するとともに、
多くの県民が森づくり活動の効果に関心をもつ契機とするため、企業・団体が
県内で行う森づくり活動に対してそのCO2吸収量を認証します。 

（7） 県民、事業者、民間団体等で組織する「環境パートナーシップやまなし」の一
員として、環境教育事業を実施するとともに、環境保全を行っている団体など
のネットワークづくりを進めます。 

（8） （公財）やまなし環境財団や（公財）山梨県緑化推進機構、やまなし森づくり
コミッションを通じ、企業や民間団体による環境保全活動や森林ボランティア
活動等への支援を図るとともに、民間団体間の交流を促進します。 

（9） 上流域と下流域との住民、市町村、企業等が一体となって、流域に与えている
環境負荷やその改善のために果たすべき役割を認識し、クリーンキャンペーン
や交流会など、水環境を保全するための取組を促進します。 

 
5-3 環境情報の提供  

（1） 環境情報センター等における環境情報の充実を図り、様々な機会を捉えて提供
します。 

（2） 「やまなしの環境」などの発行やホームページの情報充実など、様々な媒体を
活用し、県民、民間団体、事業者等へ利便性の高い正確な情報を速やかに提供
する体制の確立に努めます。 

（3） 環境に関するパネルや映像資料等の貸し出し、各種パンフレットやチラシの配
布など広く環境情報を発信します。 

（4） 県立試験研究機関の環境分野における研究成果が県民生活に普及し、実際に活
用されるよう、積極的に情報提供を行います。 

 
5-4 調査研究・国際協力の推進  

（1） 大気汚染や水質汚濁、自動車騒音、ダイオキシン類等の化学物質の環境中の濃
度など、定期的な監視、分析、測定を行います。 

（2） 環境分野に関する調査研究の実施とともに、県内外の研究機関や大学等との連
携による、互いの技術力や研究成果を活用した調査研究の推進を図ります。 

（3） 国内外の研究機関等との連携により、環境に関するシンポジウムや学会、フォ
ーラム等を開催し、本県の環境科学研究の推進を図ります。 

（4） 若手研究者の育成や研究機関の活性化等を図るため、国内外の研究機関・研究
者との連携や交流、情報交換を進めます。 
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（5） 豊かな森林空間を活用し、諸外国との国際交流の推進を図るとともに、本県の
魅力を海外に発信するため、富士山麓において記念植樹等を実施します。 

 
5-5 DXの推進  

（1） DXによる効率的な森林調査手法の研究やドローン等による森林情報の整備を行
うとともに、木材生産の効率化に向けた取組を進めます。 

（2） ドローンを利用した植物分布・生育状況の確認や、災害時の山間地における被
災状況の確認など様々な分野でDXを推進します。 

■ 環境指標  706 

施策の推進により、環境の保全と創造につながる様々な主体の活動の促進を目指すなかで、その達707 

成に向け、以下指標を設定します。 708 

 項目 基準値 目標値 

1 環境学習指導者派遣事業回数 
16回/年 

(H30~R4平均) 

67回/年 
(R5) 

※実施率100% 

2 

森林環境教育の実施教育機関数の
割合 
 
 

62％/年 
(H24) 

70％/年 
(R5) 

3 

「緑の教室」受講者数 
 
 
 

980人/年 
(H24) 

1,380人/年 
（R5) 

4 

企業・団体の森づくり活動箇所数 
 
 
 

59箇所/年 
(H24) 

90箇所/年 
(R5) 

5 環境情報センター利用者数 
4,640人/年 

(R4) 
5,000人/年 

(R9) 
   ※（）内は年度 709 

   ※次の指標は、関連する計画等において目標が設定されており、計画改定や新計画策定により基710 

準値・目標値が変更された場合は、本計画も連動して基準値・目標値を改めることとします。 711 

     - 指標 2~4：山梨県期緑化計画（H26～R5)  712 

※R5 年度中に改定する山梨県緑化計画に準じ、基準値・目標値を修正予定 

※R5 年度中に改定する山梨県緑化計画に準じ、基準値・目標値を修正予定 

※R5 年度中に改定する山梨県緑化計画に準じ、基準値・目標値を修正予定 
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第５章 重点的に取り組む施策 713 

本計画の基本目標や目指すべき将来像を実現するため、第４章の網羅的に推進する施策の714 

うち、本県ならではの強みを発揮し、経済・社会・環境の統合的向上を図りながら、地域循715 

環共生圏の創造に資する施策として、県環境基本条例にも規定される４つの分野を重点的に716 

取り組む施策として位置づけ、それぞれの現状と課題を整理し、施策の方向を示します。 717 

また、指標として、計16項目（うち再掲8項目）を設定します。 718 

第１節 富士山及び周辺地域の良好な環境の保全  

1-1 多様な自然環境の保全 

1-2 優れた景観の保全 

1-3 富士北麓の不法投棄対策の推進 

1-4 オーバーツーリズム対策の推進 指標：4項目 

第２節 健全な森林・豊かな緑の保全  

2-1 森林の多面的機能の発揮の促進 

2-2 森林環境教育の推進 

2-3 緑化の推進 

2-4 ふれあいの機会の提供 指標：4項目 

第３節 持続可能な水循環社会づくり  

3-1 健全な水循環の維持  

3-2 水環境の保全 

3-3 ふれあいの機会の提供 

3-4 水を生かした地域づくり 指標：4項目 

第４節 環境にやさしく自然と調和した美しい県土づくり  

4-1 美しい景観の保全・整備の促進 

4-2 環境の保全に資する農業の促進 指標：4項目 

図表5-1 第4章と第5章の関係 

図表5-2 第5章の体系 
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第１節 富士山及び周辺地域の良好な環境の保全 720 

■ 現状と課題  721 

標高が日本一高い成層火山で、かつ独立峰であり、広い裾野を持つ円錐型の富士山は、見722 

る人を魅了する日本一の美しさと迫力を持ち、四季折々でその姿を変える眺望も富士山の景723 

観を特徴づけるものです。 724 

また、富士山は、豊富な地下水などの恵みをもたらし、この恵みは、特色ある地域社会を725 

形成し、潤いに満ちた文化を育んできました。 726 

 さらに、富士箱根伊豆国立公園に指定されている地域には、原生林の青木ヶ原樹海、またブ727 

ナ林、アカマツ林、ハリモミ純林などが分布しているほか、富士五湖では、天然記念物のフ728 

ジマリモの生育が確認され、また、カモ類の飛来が多く、溶岩洞窟には希少なコウモリ類も729 

生息しているなど、多様な動植物が数多く見られます。 730 

これら富士山及び周辺地域の豊かな自然と美しい景観を次の世代に継承していくため、本731 

県では、富士箱根伊豆国立公園指定60周年を契機に、その歴史を踏まえつつ、新たな時代を732 

展望した「富士山総合環境保全対策基本方針」を1998（平成10）年に策定するとともに、静733 

岡県と連携するなかで1998（平成10）年に「富士山憲章」を、2011（平成23）年に2月23日734 

を富士山の日とする「山梨県富士山の日条例」を制定しました。そして、2013（平成25）年735 

6月には、富士山は雄大さ、気高さ、美しさなどを基盤とし、信仰や芸術を生み出した山と736 

して、世界文化遺産に登録されています。 737 

一方で、富士山は国内外から多くの観光客や登山客が訪れる日本を代表する観光地であり、738 

渋滞や混雑、ゴミの投棄などのオーバーツーリズムの問題が顕在化しています。 739 

また、山麓部の不法投棄など富士山の自然環境や景観に影響を及ぼす問題も発生している740 

ことから、今後も周辺地域を含めその自然環境や景観を守り、次世代へ大切に継承していく741 

ため、世界文化遺産としてふさわしい富士山の保全に取り組んでいく必要があります。 742 

■ 施策の方向  743 

1-1 多様な自然環境の保全 

1-2 優れた景観の保全 

1-3 富士北麓の不法投棄対策の推進 

1-4 オーバーツーリズム対策の推進 

 744 

1-1 多様な自然環境の保全  

（1） 「富士山憲章」及び「富士山の日」の理念にのっとり、富士山の環境保全と適
正な利用を促進し、富士山を将来に引き継ぐよう、情報の発信を進めます。 
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（2） 青木ヶ原樹海の原生的な自然を保全し、適正なエコツアーを確立するため、エ
コツアー主催者及び関係機関との合意のもと、策定、施行した「富士山青木ヶ
原樹海等エコツアーガイドライン」の周知と遵守の徹底を図ります。 

（3） 富士山を訪れる多くの来訪者が、マイカー（乗用車）の利用からシャトルバス
等の公共交通の利用に転換するための取組に努めます。 

（4） 富士五湖の水質調査を行い、汚濁の原因を解明し、富栄養化を防止するなど、
水質の保全に努めます。 

（5） 関係機関との連携を図りながら、「山梨県富士五湖の静穏の保全に関する条例」
に基づき、富士五湖における静穏を保全します。 

（6） 県立試験研究機関において、民間研究機関等とも連携しながら、富士山周辺の
自然特性に関する調査・研究を進めます 

（7） 富士山の環境保全を推進するため、富士山世界遺産センターを拠点として、意
識啓発を行うとともに、富士山レンジャー等による環境保全活動を進めます。 

 
1-2 優れた景観の保全  

（1） 「富士山包括的保存管理計画」等に基づき、富士山の文化的な価値の啓発など
を行い、世界文化遺産である富士山を世界に誇れる山として保全し、その美し
い景観を将来に引き継いでいくための取組に努めます。 

（2） 森林景観形成・修景のための眺望伐採、森林整備を行い、登山者、旅行者等に
親しまれる美しい森林景観形成の推進に努めます。 

（3） 富士五湖など世界文化遺産構成資産周辺や幹線道路沿いの屋外広告物について
県条例の規制を強化（景観保全型広告規制地区を指定）するなど、景観と調和
した秩序ある地域づくりを進めます。 

 
1-3 富士北麓の不法投棄対策の推進  

（1） 多くの民間団体や関係機関の協力を得て設置した「富士山麓環境美化推進ネッ
トワーク」の構成団体と連携し、富士山周辺地域における廃棄物不法投棄防止
対策について、地域ぐるみの取組を進めます。 

 
1-4 オーバーツーリズム対策の推進  

（1） 世界遺産富士山の顕著な普遍的価値の保存と適切な利用を推進するため、富士
山登山鉄道構想についての検討を進めます。 

（2） 適正な登山の確保策について、条例による登山道の規制等も含め検討します。 
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■ 環境指標  745 

施策の推進により、富士山及び周辺地域の良好な環境の保全と活用を図るなかで、その746 

達成に向け、以下指標を設定します。 747 

 項目 基準値 目標値 

1 
富士山周辺の測定局における大気
汚染に係る環境基準を達成した項
目数（二酸化硫黄、二酸化窒素） 

2/2 
(R3) 

2/2 
(R13) 

2 
水質汚濁に係る環境基準達成率(湖
沼)（COD) （再掲） 

湖沼5地点中5地点 
（R4) 

湖沼5地点中5地点 
（R12) 

3 
定点観測地点からの富士山の展望
景観の変化 

負の影響なし 
(R4) 

負の影響なし 
(R8) 

4 
新たな不法投棄確認箇所数（旧吉田
保健所管内） 

197箇所 
(R1~R4の平均値) 

4 年間の平均が 

2022(令和4)年度までの

過去 4 年間の平均値に

比べて減少 
   ※（）内は年度  748 
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第２節 健全な森林・豊かな緑の保全 749 

■ 現状と課題  750 

本県の県土面積の78％を占める森林は、木材の生産のみならず、水源涵
かん

養機能、二酸化炭751 

素を吸収し貯蔵する機能、多様な生態系を維持する機能、自然学習や環境教育の場としての752 

機能といった公益的機能を含む多面的な機能を有しています。 753 

しかし、木材価格の⾧期的な低迷、人件費等の経営コストの上昇などにより林業の採算性754 

は大幅に低下し、間伐等の保育や木材の利用が十分に行われない状況も見られ、公益的機能755 

を持続的に発揮させていくためには、森林資源の循環利用による持続可能な林業経営を確立756 

するとともに、公的関与による森林整備を行うことも必要です。 757 

こうしたなかで、国においては2018（平成30）年5月、「森林経営管理法」が成立し、2019758 

（平成31）年4月から新たな森林経営管理制度の運用が開始されました。また、2019（平成759 

31）年3月に「森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律」が公布され、このうち森林環760 

境譲与税は2019（令和元）年度から各市町村及び都道府県に譲与されています。 761 

近年では特に、本県の戦後や高度経済成⾧期に造成された人工林の多くが木材として利762 

用可能な時期を迎えており、県内で大型バイオマス発電所や大型合板工場が稼働するな763 

ど、県産木材の需要が高まっています。また、森林空間の様々な活用への期待が高まって764 

いること等からも、上記の制度や財源を活用しつつ、森林の公益的機能の強化や林業の成765 

⾧産業化の推進に向け、適切な森林の整備・保全を計画的に行っていく必要があります。 766 

■ 施策の方向  767 

2-1 森林の多面的機能の発揮の促進 

2-2 森林環境教育の推進 

2-3 緑化の推進 

2-4 ふれあいの機会の提供 

 768 

1-1 森林の多面的機能の発揮の促進  

（1） 「やまなし森林整備・林業成⾧産業化推進プラン」に基づき、本県の森林・林
業・木材産業の振興を図るため、健全な森林づくりを推進するとともに、充実
しつつある森林資源の循環利用を推進します。 

（2） 健康づくりの場として森林空間の利用に対する期待が高まる中、人々に「和
み」と「癒し」をもたらす機能を有する森林を森林セラピーやツーリズムの場
として活用します。 
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（3） 県土面積の78％を占める森林の有する水源涵
かん

養、県土の保全、地球温暖化防
止、保健休養、生態系の確保などの公益的機能を発揮させるため、適切な森林
の整備、保全、保護を図ります。 

（4） 森林の公益的機能の持続的な発揮を図るため、管理不十分な森林について、森
林環境税(県税)等を活用して、適正な森林整備を進めます。 

（5） 本県の森林面積の58％を占める保安林のうち、82％を占める水源涵
かん

養保安林の
機能を高度に発揮させるため、適切な森林の整備、保全、保護を進めます。 

（6） 県森林面積の46％を占める県有林では、環境への配慮など国際的な基準により
認められた管理経営を進めます。 

（7） 原生的な自然や自然環境を保全するうえで重要な野生動植物の生育・生息地と
して、自然の推移に委ねることを基本とし、必要に応じて、植生の復元など森
林生態系を適切に保全、管理します。 

（8） 生態系の保全や自然とふれあいの場の確保、周辺の自然環境との調和を図るな
ど環境に配慮した治山林道施設の整備を推進します。 

（9） 森林総合研究所において、本県特有の自然環境や資源の保全、新技術の開発な
どにつながる研究に取り組みます。 

（10）公共建築物等の木造化・木質化の促進や普及啓発など、県産材の利用拡大に向
けた取組を進めます。 

 
2-2 森林環境教育の推進  

（1） 教育関係機関と連携し、森林の整備及び保全に関する必要な知識の普及を進
め、また、学校林を活用した体験活動を通じて森林環境教育の充実を図りま
す。 

（2） 森林や緑を大切にする心を育てるため、小学生以下の児童を対象とした、緑を
活用した環境教育プログラムを推進します。 

（3） 森林内での体験活動や森林環境教育の場として「森林文化の森」等のフィール
ドの積極的な活用を図ります。 

 
2-3 緑化の推進  

（1） 多くの県民が利用する公用、公共用施設において、植樹する場所の気象条件や
土壌条件を十分考慮し、また、周辺環境の状況に応じた樹種や郷土種を中心に
養成し緑化を推進するとともに、工場、事業所等における緑地の確保を促進し
ます。 

（2） 緑豊かな生活環境をつくるため、民間団体、市町村等関係機関との連携による
各種イベントの開催や緑に関する学習機会の提供、樹木医による緑化相談や緑
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サポーターなど緑づくりの専門家の養成及び緑化活動に関する情報提供等、地
域における県民、民間団体、事業者の緑化活動への取組を促進します。 

 
1-4 ふれあいの機会の提供 

（1） 県民が森林と親しみ、森林への理解が深められるよう森林公園や森林文化の森
におけるプログラムの充実を図ります。 

（2） 山や森林に親しむことを通じて、さわやかな空気、清らかな水、緑豊かな美し
い景観など山や森林から得られる恩恵や、それらによって育まれた文化、歴史
を改めて認識してもらう契機とするため、「山の日宣言」の趣旨にのっとり、や
まなしで過ごす「山の日」事業を実施します。 

■ 環境指標  769 

施策の推進により、本県の森林資源の適正な保全と活用を図るなかで、その達成に向770 

け、以下指標を設定します。 771 

 項目 基準値 目標値 

1 森林整備の実施面積 
6,124ha 
(H30) 

7,042ha/年 
(R9) 

2 

森林環境教育の実施教育機関数の
割合（再掲） 

62％/年 
(H24) 

70％/年 
(R5) 

 
 

3 

緑の教室受講者数（再掲） 980人/年 
(H24) 

1,380人/年 
(R5) 

 
 

4 森林公園、清里の森の利用者数 
475 千人/年 

(R4) 
550 千人/年 

(R8) 
   ※（）内は年度 772 

   ※次の指標は、関連する計画等において目標が設定されており、計画改定や新計画策定により基773 

準値・目標値が変更された場合は、本計画も連動して基準値・目標値を改めることとします。 774 

     - 指標 1：山梨県社会資本整備重点計画（第四次）（R2～R9） 775 

     - 指標 2,3：山梨県緑化計画（H26～R5)  776 

※R5 年度中に改定する山梨県緑化計画に準じ、基準値・目標値を修正予定 

※R5 年度中に改定する山梨県緑化計画に準じ、基準値・目標値を修正予定 
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第３節 持続可能な水循環社会づくり 777 

■ 現状と課題  778 

本県の豊かな森林によって育まれた水は、富士川、多摩川、相模川水系の上流のみならず779 

下流にも多大な恵みをもたらすとともに、全国１位のミネラルウオーター生産量、名水百選780 

に選ばれた八ヶ岳南麓高原湧水群、忍野八海などに代表される良質な地下水及び湧水として、781 

本県では生活用水の水源の約6割をこの地下水及び湧水に依存しています。 782 

この水は、私たちの日常生活や事業活動に欠かせないものであり、工業用水、農業用水な783 

ど様々な目的にも利用され、また、河川、湖沼などの水辺は、野生の動植物、水生生物の生784 

息、生育の場であるとともに、水や動植物とのふれあいの場として、人々の生活に潤いを与785 

える空間でもあります。 786 

一方で、都市化の進展や山村地域の過疎化、産業構造やライフスタイルの変化などを背景787 

とし、森林の荒廃、水源涵
かん

養機能の低下、生態系への悪影響など、健全な水循環の確保に支788 

障となる問題が表面化してきています。2011（平成23）年度から2箇年にわたって実施した789 

水資源実態等調査では、本県の降水量、地下水賦存量が⾧期的に減少傾向にあることも明ら790 

かとなりました。 791 

自然において、水は、雨となって地上に降りそそぎ、森林の土壌などに地下水として保水792 

され、川を下り、海に注ぎ、蒸発して再び雨になるというように循環しており、その過程で793 

多くの汚濁物質が浄化され、水環境や生態系が守られています。私たちの暮らしや産業など794 

に欠かすことのできない貴重な水資源、また、多様な水生生物が生息、生育でき、人々が水795 

とふれあえる豊かな水環境について、将来にわたり保護、保全していくため、様々な分野に796 

おける水政策を展開し、持続可能な水循環社会を目指して継続的に取り組んでいく必要があ797 

ります。 798 

■ 施策の方向  799 

3-1 健全な水循環の維持 

3-2 水環境の保全 

3-3 ふれあいの機会の提供 

3-4 水を生かした地域づくり 
 800 

3-1 健全な水循環の維持  

（1） 健全な水循環系の構築と水を生かした地域や産業の振興を図るため、「やまなし
水政策ビジョン」及び「やまなし『水』ブランド戦略」に基づき、施策の展開
を図ります。 
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（2） 水資源の有限性や重要性について普及啓発を行うとともに、産業活動の進展や
人口動態の変化による水需要の把握に取り組みます。 

（3） 「山梨県地下水及び水源地域の保全に関する条例」に基づき、地下水の適正採
取や採取者に対する涵

かん

養の指導や地下水位の状況を常時監視などの地下水保全
対策を推進するとともに、森林の土地売買等の事前把握・所有者等への助言に
より、水源地域内の適正な土地利用を図ります。 

（4） 県土面積の78％を占める森林の有する水源涵
かん

養、県土の保全、地球温暖化防
止、保健休養、生態系の確保などの公益的機能を発揮させるため、適切な森林
の整備、保全、保護を図ります。 

（5） 本県の森林面積の58％を占める保安林のうち、82％を占める水源涵
かん

養保安林の
機能を高度に発揮させるため、適切な森林の整備、保全、保護を進めます。 

（6） 温泉資源の保護を図るため、温泉資源調査などを実施するとともに、可燃性天
然ガスによる事故の未然防止や適正な利活用に向けた取組を進めます。 

（7） 上流域と下流域との住民、市町村、企業等が一体となって、流域に与えている
環境負荷やその改善のために果たすべき役割を認識し、クリーンキャンペーン
や交流会など、水環境を保全するための取組を促進します。 

 
3-2 水環境の保全  

（1） 公共用水域及び地下水の水質汚濁の状況を定期的かつ的確に把握するために水
質測定を行います。 

（2） 安全な水道水を安定的に供給するため、水道事業者等による適正な水質検査体
制の整備を指導監督します。 

（3） 多様な生態系や潤いのある水辺環境を保全するため、生態系や自然環境等に配
慮し、自然環境と調和した河川整備を推進します。 

（4） 河川等における生物の生息、生育、繁殖空間の維持・回復のための取組に努め
ます。 

（5） 汚濁が著しく進行している河川、湖沼については、流入対策とともに、底泥の
除去や植生を活用した浄化対策を行います。 

（6） きれいでさわやかな水辺環境の保全に向けた普及啓発を行うとともに、県民、
民間団体、事業者、市町村との連携のもと、水辺の美化活動を実施するなど、
水辺環境の保護意識の向上と保全活動を促進します。 

 
3-3 ふれあいの機会の提供  

（1） 水の大切さや様々な動植物を育む水辺環境の多様な価値などを伝える体験型の
学習プログラムを実施するなど、身近な水辺環境を活用した環境教育、環境学
習を推進します。 
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3-4 水を生かした地域づくり  

（1） 「水」を地域資源とした持続可能な地域づくりの実現を目指します。 

（2） 「水」の魅力を生かした県のイメージアップや地域・産業の活性化を推進しま
す。 

■ 環境指標  802 

施策の推進により、本県の水資源の適正な保全と活用を図るなかで、その達成に向け、803 

以下指標を設定します。 804 

 項目 基準値 目標値 

1 
水質汚濁に係る環境基準達成率(河
川)（BOD）（再掲） 

河川22地点中22地点 
（R4) 

河川22地点中22地点 
（R12) 

2 
水質汚濁に係る環境基準達成率(湖
沼)（COD) （再掲） 

湖沼5地点中5地点
（R4) 

湖沼5地点中5地点
（R12) 

3 生活排水クリーン処理率（再掲） 
86.3% 
(R4) 

92.2% 
(R12) 

4 
身近な自然環境や動植物の生息・生
育・繁殖環境に配慮した河川整備計
画における河川整備率（再掲） 

 54.8% 
 (R1) 

 70.5% 
 (R9) 

   ※（）内は年度 805 

   ※次の指標は、関連する計画等において目標が設定されており、計画改定や新計画策定により基806 

準値・目標値が変更された場合は、本計画も連動して基準値・目標値を改めることとします。 807 

     - 指標 3：山梨県生活排水処理施設整備構想 2017（H28～H37） 808 

     - 指標 4：山梨県社会資本整備重点計画（第四次）(R2～R9)  809 
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第４節 環境にやさしく自然と調和した美しい県土づくり 810 

■ 現状と課題  811 

本県は、富士山、南アルプス、八ヶ岳、奥秩父などの雄大な山岳をはじめ、これらを源と812 

する河川や渓谷、富士山や八ヶ岳の裾野に広がる高原、美しい山並みを映す富士五湖など、813 

多様で豊かな自然が織りなす美しい景観に恵まれており、歴史の流れを感じさせる神社仏閣814 

や遺跡、街道に残る宿場のまち並みや農村の集落など、歴史的文化的資産が基調となった景815 

観も豊富です。2014（平成26）年6月に「南アルプス」、2019（令和元）年6月には「甲武816 

信」のユネスコエコパークへの登録が決定され、2022（令和4）年7月には、周囲を山並みに817 

抱かれた甲府盆地一帯の桃やぶどうなどの果樹地帯の景観が高く評価され、「峡東地域の扇818 

状地に適応した果樹農業システム」として世界農業遺産に選定されました。 819 

良好な景観は、日々の生活に潤いと安らぎをもたらし、明日への活力を養ってくれるもの820 

であり、誰もが等しくそのすばらしさを享受できる地域共有の財産であることから、優れた821 

景観の保全と創造に取り組んでいかなければなりません。 822 

また、特に本県ならではの景観を構成する大きな要素である農村地域については、良好な823 

景観の形成のみならず、食料供給の機能や国土保全、水源涵
かん

養、自然環境保全等の多面的機824 

能を有していることから、化学肥料や化学合成農薬の低減等により環境への負荷を低減し、825 

環境の保全に資する農業を推進していく必要があります。 826 

■ 施策の方向  827 

４-1 美しい景観の保全・整備の推進 

4-2 環境の保全に資する農業の推進 

  828 

4-1 美しい景観の保全・整備の推進  

（1） 市町村における「景観計画」の策定や計画に基づく取組を支援し、地域の風
土や歴史、産業などと密接に関わって形成されてきた県土固有の景観の保全
と創造を促進します。 

（2） 電線類地中化や街路樹等の整備による良好な道路景観の形成を図るととも
に、地域住民による建築協定の締結や、優れた建築物や屋外広告物等への表
彰により個性的で優れた街並み景観の形成を図るなど、魅力ある街並みづく
りを促進します。 

（3） 良好な都市環境を形成するため、都市公園の緑の保全や憩いの空間造りを推
進します。 

（4） 「山梨県屋外広告物条例」に基づき、屋外広告物の設置、管理について必要
な規制を行い、地域の良好な景観や美観の維持を図ります。 
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（5） 森林景観形成・修景のための眺望伐採、森林整備等を行い、登山者、旅行者
等に親しまれる美しい森林景観形成の推進に努めます。 

（6） 歴史上又は芸術上価値の高い建造物などの有形文化財、史跡、名勝などの保
護を図ります。 

（7） 多くの県民が利用する公用、公共用施設の緑化を推進するとともに、工場、
事業所等における緑地の確保を促進します。 

（8） 緑豊かな生活環境をつくるため、地域において県民、民間団体、事業者の緑
化活動への取組を促進します。 

（9） 世界農業遺産に認定された峡東地域の歴史ある果樹農業システムを維持発展
させるため、保全や活用に向けた取組を支援します。  

 
4-2 環境の保全に資する農業の推進  

（1） 有機農業に取り組む農家を増やすため、技術向上に資する研修の開催、地域
普及展示圃を設置します。 

（2） 安全・安心な農産物の供給や環境に配慮した生産を図るため、ＧＡＰ*の認証
取得を支援し、ＧＡＰの導入を推進します。 

（3） 環境への負荷の低減と資源の循環的利用を促進するため、農業用廃プラスチ
ックのリサイクルや適正処理をホームページやチラシ、広報等を活用して啓
発します。  

（4） 環境への負荷低減を図るため、堆肥等を活用した土づくり並びに化学肥料使
用量及び化学合成農薬の使用を低減する環境保全型農業を推進します。 

（5） 環境への負荷低減を図るため、食品残さ等を活用して製造された飼料である
エコフィードの利用を促進します。 

（6） 農業・農村の多面的機能の保全を図るため、地域の共同組織が行う農業用水
路等の地域資源の保全活動を支援します。 

（7） 持続的な生活排水処理システムの構築を図るため、農業集落排水施設の計画
的な改築･更新及び統廃合などの取組を支援します。 

（8） 担い手への農地の集積・集約化や荒廃農地の解消を加速するため、農地中間
管理機構が行う農地の貸借や条件整備等の取組を支援します。 

（9） 荒廃農地を再生し、担い手に農地を集積するため、ほ場や農業用水利施設、
農道等の生産基盤整備を推進します。 

（10） 農業分野における温室効果ガスの削減を積極的に推進するため、土壌（農
地）に炭素を貯留することで大気中の二酸化炭素の削減に貢献する４パーミ
ル・イニシアチブの取組を推進します。 
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■ 環境指標  829 

施策の推進により、本県の農村地域の景観の適正な保全と活用を図るなかで、その達成830 

に向け、以下指標を設定します 831 

 項目 基準値 目標値 

1 電線類の地中化延⾧（再掲） 
134km 
(R1) 

190km 
(R9) 

2 

多面的機能支払交付金による取組
面積 
 

7,466ha 
(H30) 

7,700ha 
(R4) 

 
 

3 有機農業に取り組む面積 
234ha 
(R3) 

300ha 
(R8) 

4 
やまなし４パーミル・イニシアチブ
農産物等認証制度の取組面積 

4,852ha 
(R3) 

7,300ha 
(R8) 

   ※（）内は年度 832 

   ※次の指標は、関連する計画等において目標が設定されており、計画改定や新計画策定により基833 

準値・目標値が変更された場合は、本計画も連動して基準値・目標値を改めることとします。 834 

- 指標1：山梨県社会資本整備重点計画（第四次）（R2～R9） 835 

- 指標２：やまなし農業基本計画（R1～R4） 836 

- 指標 3,4：山梨県環境負荷低減事業活動の促進に関する基本的な計画（R5.3.30 策定） 837 

※R5 年度中に改定するやまなし農業基本計画に準じ、基準値・目標値を修正予定 
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第６章  計画の推進 838 

第１節 推進体制 839 

１ 庁内における推進体制 840 

本計画の推進にあたっては、庁内に設置した「山梨県環境保全推進本部」において、部局841 

間の相互の連携を図りながら、計画に基づく施策及び事業を総合的に推進していきます。 842 

山梨県環境保全推進本部 

本部⾧ 知事 分掌事務： 
1. 環境の保全及び創造に係る基本的かつ総合

的な施策の推進に関すること。 
2. 環境の保全及び創造に係る施策の総合調整

に関すること。 
3. その他必要と認められる事項に関するこ

と。 

本部⾧代理 副知事 

副本部⾧ 環境・エネルギー部⾧ 

本部会議構成員： 
副知事 人口減少危機対策本部事務局⾧ 感染症対策統轄官 公営企業管
理者 教育⾧ 警察本部⾧ 地域ブランド・広聴広報統括官 知事政策局
⾧  DX・情報政策推進統括官 県民生活部⾧ 男女共同参画・共生社会推
進統括官 総務部⾧ 防災局⾧ 福祉保健部⾧ 子育て支援局⾧ 林政部
⾧ 環境・エネルギー部⾧ 産業労働部⾧ 観光文化・スポーツ部⾧ 農
政部⾧ 県土整備部⾧ 会計管理者 

幹事会構成員： 
知事政策補佐官 人口減少危機対策本部事務局次⾧ 感染症対策統轄官補 
知事政策局次⾧ DX・情報政策推進統括官次⾧ 県民生活部次⾧ 男女共
同参画・共生社会推進統括官次⾧ 総務部次⾧ 防災局次⾧ 福祉保健部
次⾧ 子育て支援局次⾧ 林政部次⾧ 環境・エネルギー部次⾧ 産業労
働部理事 観光文化・スポーツ部次⾧ 農政部次⾧ 県土整備部次⾧ 出
納局次⾧ 企業局次⾧ 教育次⾧ 警察本部警務部参事官 

 843 

２ 各主体との連携 844 

本計画の推進には、県民、民間団体、事業者、市町村といった各主体の取組も不可欠で845 

す。そのため、情報提供等をとおして各主体の意識の共有化を図りながら、相互の連携・846 

協働のもと、計画を推進していきます。 847 

図表6-1 山梨県環境保全推進本部の概要 

（2023（令和 5）年 11 月現在） 
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例えば本計画の推進には、各主体の次のような基本的な取組が求められます。 848 

主体 取組 

県民 

 日常生活がどのような環境への負荷を与えるのかを知り、自らできること
を考え、負荷の低減に努めましょう。 

 地域の環境活動に参加するなど、地域に根ざした活動の輪を広げましょ
う。 

民間団体 

 環境意識の高まりとともに、環境保全活動の様々なノウハウを持つ民間団
体の果たす役割は重要性を増しています。 

 地域の環境活動の中心的役割を果たすとともに、各主体と連携しネットワ
ークを広げるなど、活動の幅のさらなる広がりが期待されます。 

事業者 

 事業活動に伴い生じる公害を防止し、自然環境への影響に十分に配慮する
責任があります。 

 資源循環型社会の実現に向け、製造・販売を行う事業者の企業市民として
の役割は非常に重要です。 

 企業の社会的責任（CSR）の考え方に基づき、各主体と連携した地域の環
境保全活動への参加が期待されます。 

市町村 

 各主体と連携のもと、地域の自然的・社会的条件に応じた環境の保全・創
造の取組が期待されます。 

 地域住民の環境保全意識の向上、活動の促進など、環境教育・環境学習の
推進が期待されます。 

 グリーン購入や環境マネジメントの導入、公共事業の環境配慮など、市町
村自らの事業活動による環境への負荷の低減が期待されます。 

県 

 県は、本計画の目標達成に向け施策を確実に推進します。 
 県自ら事業者であり消費者である立場から、公共事業や事業活動による環

境への負荷の低減や、庁舎・公共施設での環境配慮など、率先して環境へ
の負荷の低減に取り組みます。 

 県民・民間団体・事業者・市町村と連携して施策を進めるとともに、環境
教育・環境学習、環境情報の提供、各主体の取組の支援により、各主体の
自主的取組を促進します。 

 850 

３ 国等との協力 851 

本計画の推進にあたり、広域的な環境問題などへの対応については、国や関係機関、周852 

辺自治体等との緊密な連携を図りながら、効果的な施策及び事業の実施に努めます。 853 

図表6-2 各主体に求められる取組 
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第２節 計画の進行管理 854 

１ ＰＤＣＡサイクルによる進行管理 855 

本計画を着実に推進し、計画の基本目標や目指すべき将来像の実現を図るためには、施策856 

及び事業の成果について定期的に点検・評価し、適切な見直しを継続的に行っていくことが857 

重要です。 858 

このため、本計画の進行管理は、PDCAサイクル*の考え方に基づき、P（Plan：計画）、859 

Ｄ（Do：実施）、C（Check：点検・評価）、A（Act：見直し・改善）という継続的な改善860 

を可能とするマネジメントの仕組みに沿って実施することとし、具体的には、環境指標（数861 

値目標）の点検・評価による進行管理を行います。 862 

なお、本計画に関連する県計画（「山梨県地球温暖化対策実行計画」、「やまなし生物多863 

様性地域戦略」、「山梨県廃棄物総合計画」、「山梨県緑化計画」）等に係る施策及び事業864 

の成果については、各計画において掲げた数値目標等による進行管理を行っているため、本865 

計画の進行管理においては、各計画における代表的な指標を取りまとめることで、本県の環866 

境全般に関する状況を把握することとします。 867 

本計画の各施策が目標に向けて総合的に進められるよう、庁内に設置した「環境保全推進868 

本部」において部局間の相互の連携を図りながら推進していきます。 869 

また、本計画は県政運営の基本方針である県総合計画の環境分野の基本計画として位置付870 

けられており、総合計画では、政策ごとに成果指標を設け、計画の進捗状況について総合的871 

に評価を行っています。 872 

こうした点検・評価の結果を受けて施策及び事業の内容や規模の見直しを検討するほか、873 

環境問題を巡る状況や社会的動向の変化などに対応するため、必要に応じて本計画そのもの874 

の見直しについても検討します。 875 

２ 環境の状況の公表 876 

「山梨県環境基本条例」第 9 条の規定に基づき、毎年度の点検評価の結果を、山梨県環877 

境保全審議会*へ報告するとともに、広く県民、事業者等に速やかに公表し、環境の状況に878 

ついての共通理解を図ります。 879 

 880 

 881 

  882 

１ ＰＤＣＡサイクルによる進行管理 

公 

表 山梨県ホームページ等 

山梨県環境保全審議会 
報 

告 

２ 環境の状況の公表 

Do 
実施 

Plan 

計画 

Check 
点検・評価 

Act 
見直し・改善 

環境指標・取組の 
点検・評価 

図表6-3 計画の進行管理の概要 
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 883 

 884 

 885 

 886 

 887 

 888 

 889 

 890 

資料編 891 

今後作成予定 


